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社会資本整備審議会及び交通政策審議会 

環境部会及び技術部会 

グリーン社会ＷＧ（第２回） 

令和３年３月１９日 

 

 

【事務局】  おはようございます。事務局でございます。定刻でございますので、ただい

まより始めさせていただきたいと思います。 

 本日は、お忙しい中ありがとうございます。ただいまから第２回グリーン社会ワーキング

を開催させていただきます。私、議事進行、議事開始までの司会を務めさせていただきます、

国土交通省大臣官房技術調査課の西尾でございます。今日はどうぞよろしくお願いいたし

ます。 

 本日は、オンラインによる開催となっております。会議中に万が一、接続不良等ございま

したら、お伝えしております連絡先まで、Ｔｅａｍｓのチャット機能で御連絡いただきます

ようお願いいたします。 

 参加者の皆様におかれましては、御発言を希望される場合には、Ｔｅａｍｓの手を挙げる

機能を御利用ください。 

 また、御発言の最初には、お名前を述べていただきまして、それからやや大きめ、ゆっく

りめで御発言いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

 それではまず、配付資料の確認でございます。資料につきましては、議事次第に配付資料

のリストを記載させていただいております。これについて御確認いただき、過不足等ござい

ましたら、事務局までお申しつけください。 

 本日御出席いただいております委員、オブザーバーの御紹介につきましては、お配りして

おります資料１の名簿で代えさせていただきます。 

 本日の委員の御出席につきましては、総員１４名中、ただいま１０名でございますけれど

も、若干遅れておられる委員の方もございますが、合計１２名となる予定でございます。グ

リーン社会ワーキング運営要領第３条による定足数の過半数を満たしておりますことを御

報告させていただきます。 

 それでは、座長の石田先生に、これ以降の議事進行をお願いいたします。 

【石田座長】  おはようございます。今日もよろしくお願いをいたします。 
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 早速、議事に入ってまいりたいと思います。本日は、全体の検討イメージの概要を事務局

から御説明いただきたいと思います。そして、本日のテーマが、くらし・まちづくり、グリ

ーンインフラでございますので、その取組についても事務局に御説明いただきます。続けて、

関係団体として、ミサワホーム、東京ガス、豊橋市、長野県及び滋賀県立大学の瀧准教授に

御参加いただいております。それぞれ御説明いただき、その後、議論していければなという

ふうに思っております。まずは事務局から説明をお願いいたします。 

【松家環境政策課長】  おはようございます。総合政策局環境政策課の松家でございます。

私から、資料１－１から１－３までまとめて、ポイントのみ簡潔に御説明させていただきま

す。 

 資料１－１は、今後の具体的な検討に向けまして、全体の検討イメージの概要をまとめて

います。 

 ２ページ目ですけれども、前回の会議でお示しした横断的な視点を踏まえながら、大くく

りの政策パッケージとして６つのテーマを設定して検討を進めていってはどうかというふ

うに考えてございます。左の２つは本日のテーマでもありますけれども、都市・地域づくり

に関して緩和策、適応策、自然共生等に関わるテーマでございます。上は、都市・地域づく

りの関係で、我が国全体で、地域で、省エネとか再エネ拡大、これが大きなテーマになって

くるということでございますので、これに対してスマートで強靱な暮らしとまちづくりを

進めていくということを掲げてございます。下は、グリーンインフラを柱として環境共生の

地域づくりを進めるということを取り上げてございます。 

 真ん中の２つは、運輸部門に関わるテーマです。上は特に今後、自動車の電動化が我が国

でも大きな課題になってくるということから、自動車の単体対策だけではなくて、交通・物

流・インフラシステム、そうしたものの強化というものを掲げてございます。下は、幅広く

デジタルとグリーンの組合せによりまして、持続可能な交通・物流サービスを展開していく

ということを掲げてございます。次回のテーマとして御議論をお願いできればと考えてお

ります。 

 右上のところは前回のテーマでございました、港湾・海事の分野でございます。そしてそ

の下がインフラ全体といたしまして、ライフサイクルの観点からの対策の強化、こうしたも

のを取り上げるということで、これも次回のテーマにしたいというふうに考えてございま

す。また、今後の検討の方向性について、御意見をいただければと考えてございます。 

 続きまして、資料１－２です。今日のテーマである、くらしとまちづくりの関係でござい
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ます。 

 ２ページ目ですけれども、省エネ・再エネ拡大等につながるスマートで強靱なくらしとま

ちづくりといたしまして、大きく真ん中のほうに書いてございますけれども、住宅・建築物

の更なる省エネ対策ということと、脱炭素と適応策に配慮したまちづくりへの転換、そして

また、インフラを活用した地域再エネ利用の拡大、こうしたものに関わる取組というのをま

とめてございます。 

 このうち、住宅・建築物の関係につきましては、本日お話しいただくＬＣＣＭ住宅等の普

及促進を掲げてございますけれども、こうした分野での施策の強化に向けましては、先般、

大臣からも、経済産業省、環境省とも連携しながら、更なる規制の強化に向けて検討を行う

ようにということもございまして、関係省庁担当部局間で検討を深めていくということに

してございます。 

 また、都市のコンパクト化であるとか、スマートシティ、ウォーカブルな空間形成の推進、

さらには、下水道エネルギーの利活用、太陽光発電、小水力発電等の利用拡大など、省エネ、

再エネの拡大、そしてまた、災害激甚化・頻発化に対応した災害時のエネルギー確保の視点

も含めて取り組むこととしてございます。 

 以下は参考資料をつけています。 

 最後に資料１－３です。もう一つのテーマ、グリーンインフラに関するものでございます。 

 ２ページ目、グリーンインフラを活用した環境共生地域づくりということで、取組をまと

めています。緑とか土壌とか水といった自然環境が有する多様な機能を活用したグリーン

インフラの社会実装を進めていくということを取り組んでございますけれども、こうした

ことによりまして、環境はもとより、防災・減災、地域振興など、複合的な地域・社会課題

の解決につなげていくということを図っていければというふうに考えてございます。 

 本日お話しいただく、流域治水におけるグリーンインフラの活用であるとか、あるいは、

生態系ネットワークの保全・再生・活用、また、健全な水循環の確保、あるいはこれもまた、

本日お話しいただきますけれども、グリーンボンドであるとか、そうしたグリーンファイナ

ンスを活用した地域価値の向上、こうしたものを、グリーンインフラを活用しながら図って

いけるのではないかということで考えてございます。 

 特に流域治水の関係では、都市部の緑地の保全を図りながら、雨水の貯留・浸透機能を有

するようなグリーンインフラとして活用していくということも考えてございまして、こう

したことも含めて流域における雨水貯留対策、この強化を含めた流域治水関連法案という
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ものを、今通常国会でも提出させていただいたところでございます。 

 あわせて、下のほうに書いてございますけれども、グリーンインフラ官民連携プラットフ

ォームを昨年立ち上げて、活動を始めて１年たったところでございます。こうした取組、分

野横断、官民連携でさらに活動を拡大していくということを考えてございます。 

 このプラットフォームにつきましては、７ページ目、８ページ目に資料を掲載してござい

ますけれども、昨日から来週２３日まで、オンラインでのシンポジウムというものも開催し

てございますので、併せて御紹介をさせていただきます。 

 私からの説明は以上でございます。 

【石田座長】  続きまして、くらし・まちづくりの取組としてまず、３団体から御説明を

いただきます。まず、ミサワホーム様より御説明をお願いいたします。 

【ミサワホーム（株）】  ミサワホームの石塚と申します。今日はこのような機会をいた

だきまして、大変ありがとうございます。では資料を共有させていただきます。 

 では説明させていただきます。よろしくお願いいたします。本日はミサワホームからは、

ＬＣＣＭ住宅と脱炭素化の実践的取組事例として、３事例御報告をさせていただきたいと

思います。 

 まずは、ミサワホーム全体の環境に対する取組についてです。環境の標語としまして、記

載のＨＥＡＲＴＨという言葉を下に取組をしております。これはミサワホームの造語でご

ざいまして、下に書いてあります、ＨＥＡＲＴとＥＡＲＴＨ、要するに人と地球のために取

り組んでいこうというようなことを標語に、いろんな取組を進めています。 

 例えば、住宅の建設における生産の工程、あるいは物流、建設、あとこれからお話をしま

す、居住段階含めたＣＯ₂削減への取組、あるいは事務所活動へのＣＯ₂の削減の取組という

ようなことを、それぞれ目標を定めて取組をしているというようなことでございます。 

 本日は実践的な取組事例ということで、一つはＬＣＣＭモデル、まちづくりの事例としま

して、熊谷で行いましたエムスマートシティ熊谷、あとは、沖縄で実証の実験棟を建てまし

た、サスティナブルアーキテクチャというふうに言っていますが、この３例について、御紹

介をしたいと思います。 

 まずは１つ目です。エコフラッグシップモデルというふうに呼んでいます。このような外

観の建物になっています。これはいわゆるＬＣＣＭ住宅です。ミサワホームは１９９８年に

なりますけども、世界で初めてゼロエネルギー住宅を造ったというような開発の歴史を持

っていますが、このときに改めて、環境に配慮したモデルをつくろうというようなことで、
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ＬＣＣＭ住宅、ＬＣＣＭの性能を持った展示棟を造ってございます。 

 これがもうはるか１０年前、２０１０年１１月に発表した住宅でございます。当時はＬＣ

ＣＯ₂マイナス住宅というような言い方をしておりました。その中で、まず１つ目、省エネ

の取組としまして、カスケードソーラーというふうに言っておりますが、これは、太陽エネ

ルギーを、電気をつくるということに加えて、②で書いてあります太陽熱で家を暖めるとい

うようなことを同時にやっていこうということで開発した設備でございます。これによっ

て、家中全ての電気を賄うことができるということと、この熱利用によって暖房負荷を約４

割削減するというような、こういう性能を持った設備でございます。 

 また、省エネに関しましても、当時Ｑ値１.０５というふうに言っていましたが、現状の

ＵＡ値で言えば、０.３前半ぐらいになるかと思いますが、という性能を持った建物にして

おります。このときは付加断熱ということで、外壁につきましては７５ミリの断熱材をダブ

ルにするということと、ガラスにつきましては、樹脂のＬｏｗ－Ｅ、トリプルガラスでクリ

プトンガス入りという、高断熱サッシを使っておりまして、こういう性能を実現したという

ものでございます。 

 ＬＣＣＭ的な特徴なんですけれども、この中で、当然ながら建設時のＣＯ₂排出量につき

ましては、標準仕様と比べるとやっぱり若干、例えば太陽光パネル等々多くなる分、若干増

えるというようなことでございますが、ＬＣＣＭの特徴でございます居住時、ＣＯ₂排出量

をマイナスするというようなことで、この建物でいうと、約６３年で建設時排出したＣＯ₂

を相殺することができると、こういう性能を持った建物になってございます。 

 その後、ＬＣＣＭ住宅につきましては、弊社の中では２０１１年４月に量産商品化をした

というようなことで、現在も取組を進めている最中でございます。 

 ２つ目の事例になります。エムスマートシティ熊谷ということで、ここではテーマとしま

して、パッシブクーリングアイテムによるクールスポット創出ということで、これは熊谷市

にあります７３戸の分譲地でございます。２０１２年から取組を開始しまして、もう既に販

売を終了しているという分譲地になります。 

 熊谷そのものは、皆さんよく御存じのとおり日本一暑いまちというようなことで、特にこ

こでは、省エネとともに涼しく暮らせるまちを実現していこうというようなことがまちづ

くりの大きなテーマになっています。熊谷そのものは非常に暑い地域ではあるんですけど

も、この分譲地のロケーションとしましては、周囲に田畑が残る地域で、非常に風環境が良

好であるということで、その風をうまく利用して涼しく暮らす環境をつくっていこうとい
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うことで街区の計画をしております。建物そのものは７３戸、全棟ＺＥＨというようなこと

で建てております。 

 その涼しく暮らすための取組として、記載のような内容をしております。１つ目は左上に

あります、パッシブクーリングアイテムというものを使って、家の中、家の外構あるいはそ

のまちの中にクールスポットをつくっていこうというような取組でございます。このパッ

シブクーリングアイテムというのがどういうものかといいますと、この写真右上にありま

すとおり、例えばこういうフェンスを造りまして、このフェンスの上部から水を流すという

ことです。水が落ちる間に、蒸発の冷却効果によってその周囲の空気を涼しくさせようと、

いわゆる打ち水効果を活用したフェンスというふうに考えていただければいいかなという

ふうに思います。 

 これ以外に、外構の中で蒸散ミスト、散水ミストですとか、その散水されたものを保水す

るようなタイル等々をうまく使いながら外構計画をするというようなことで、建物あるい

は外構の計画をしております。 

 左下の温熱の図はシミュレーションなんですけども、この右側の写真、パッシブクーリン

グアイテムを使ったときに、青い点が多くあることが分かると思うんですけども、建物の外

構においてこのパッシブクーリングアイテムを使うことで、非常にクールスポットを多く

つくることができるというようなことがシミュレーションでも分かっています。 

 実際に造った結果です。体感温度として約３.５度低くすることができるよというのが、

今回のこの熊谷での実証の結果でした。右側に表がありますけれども、横軸、これはパッシ

ブクーリングがない状態での体感温度、縦軸がパッシブクーリングアイテムありでの体感

温度になります。ここで見ていただくと、例えば、この今カーソルを当てている部分の線で

すけども、パッシブクーリングアイテムがない場合には、体感温度約３１度、パッシブクー

リングがあるときは約２７.５度ということで、こういう装置を使うと、約３.５度、その体

感温度を低くすることができ、快適な暮らしが実現できるというようなことが実証として

分かっております。また、エネルギー収支につきましても、全棟ＺＥＨで今回造っておりま

すので、エネルギー収支はほぼゼロになっているというようなことも確認をしております。 

 ３つ目の事例です。蒸暑地サスティナブルアーキテクチャというようなことで、このよう

な実証棟を、これは沖縄に造っております。これを造った目的は、この気象条件の厳しい蒸

暑地、または離島等のインフラ未整備・脆弱地において、エネルギー・水、この自立性の高

い生活を持続可能にする建築、これを考えていこうというような目的の下に、一昨年建設を
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しております。 

 いろいろとここでも、それを実現するための技術の試行導入をしております。一つはこの

エネルギー・水を効率的につくる・たくわえる・つかう・ゆずるというためのデザインを考

えていこうということで、この絵の中にございます、つくる、これは先ほど御説明いたしま

したカスケードソーラーを含めた、太陽光による電気・熱の利用、あるいは風力による発電、

こういうものを活用しまして蓄電をし、また、小型ＥＶの電力として使っていこうというよ

うなことを試行としてやっております。 

 具体的な事例としまして、まず、宅内のＤＣ給電・蓄電システムというようなことを試行

でやっております。これは、ＰＶあるいは風力で発電した電力、直流、ＤＣの発電でござい

ますが、これを直接使えるように、家電設備につきましては、この建物に導入したものには、

これは特注になるんですけども、全てＤＣ駆動をするようなものになっています。それから、

パワコンが不要になりますので、電力変換のロスがないということで、発電したエネルギー

を効率的に使うことができるであろうというようなことで試行をしております。 

 ２つ目の御紹介ですけども、ここでカスケードソーラーを新たに造り直したものを試行

しております。一つはＰＶの余剰熱、これを利用しまして、デシカントとしていこうと。特

にこういう蒸暑地において除湿がやっぱり快適性に与える影響は非常に大きいものですか

ら、除湿の仕組みとして活用しようというようなことの取組をしています。かつ、輻射式の

冷暖房を造りまして、省エネで人に優しい空調を実現していくというようなことで、実施を

しております。 

 あと、雨水利用です。これは雨水集水・浄化・貯留・循環を利用する仕組みを考えていこ

うということで、雨水を全て浄化しまして、例えば車の洗浄に使うですとか植栽の自動給水

に利用するというようなことで、基本的には試行中に降った雨水は全て浄化して、そのよう

に活用するというようなことにしております。 

 また、ドリップルーバーといいまして、先ほどパッシブクーリングアイテム、熊谷での利

用の説明をいたしましたが、熊谷の事例の中ではこのドリップルーバー、上から水を垂らし

て蒸散効果を得るというようなフェンスですけども、熊谷のときには水道水を活用してい

たんですが、沖縄でのサスティナブルリビング棟の中では、やっぱり雨水を活用して、この

蒸散効果をしっかり得るというようなことで試行実験をしております。 

 このような取組が、沖縄の蒸暑地サスティナブルアーキテクチャというところで取り組

んだ内容になります。 
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 最後に、今後の取組の中での課題です。１つ目、ＬＣＣＭです。ＬＣＣＭはいろいろと認

定制度もございますが、やっぱり太陽光パネルを搭載して、相殺しているＬＣＣＭというよ

うな計算でやっているかと思いますが、今後お客様への様々な経済的なメリットを考えた

ときに、売電メリットが今後減っていく中、やっぱり自家消費型対応へのシフトあるいは設

備開発支援制度、こういうことの必要性を感じております。また、ＬＣＣＭを実現するとき

に、やはり太陽光パネルの搭載量が非常に重要な要素になってきますので、その中での建物

形態ですとか、あるいは敷地の条件、それから寒冷地への対応というようなところが非常に、

実現の中では課題になってくるかなというふうに考えております。 

 ２つ目、より効率的な省エネ設備等の開発というようなことで、これは３つ目の事例で御

説明をいたしました、サスティナブルアーキテクチャの中にもありますけども、より効率的

に発電したエネルギーを使うために、ＤＣ家電、これは今回特注をしたんですけども、ここ

の開発、通常の商流に乗せるというようなことの開発が今後に必要になってくるであろう

というようなことを考えております。 

 ３つ目、快適な環境をまちづくりレベルでというようなことで、これは２つ目の事例の熊

谷ですけども、パッシブの取組は、環境共生住宅の認定等、既にもうあるところではありま

すけども、ここへの支援制度あるいはそのまちレベルでこういう性能を実現したときに、ど

のように評価していくかというようなところが今後の取組の中で必要になってくるかなと

いうふうに考えております。 

 ミサワホームからの御報告以上になります。ありがとうございました。 

【石田座長】  ありがとうございました。 

 それでは次に、東京ガス様から御説明をお願いいたします。 

【東京ガス（株）】  東京ガスの清田と申します。本日は御説明の機会をいただきまして、

ありがとうございます。資料を展開させていただきます。それでは、御説明をさせていただ

ければと思っております。 

 まずは、私ども東京ガス、２０１９年１１月にＣｏｍｐａｓｓ２０３０という経営ビジョ

ンを公表しております。その中でＣＯ₂ネット・ゼロ、これに向けた取組に挑戦していくと

いうことで掲げております。 

 具体的にどのような形でやっていくかということでございますけれども、まずは、天然ガ

ス、これを有効利用して徹底的に省エネ・省ＣＯ₂を図るということ。それからＣＣＵＳ、

この技術を開発・活用することによって、排出されたＣＯ₂を回収していくということです。
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これで差引きでゼロを目指していくということです。 

 それからもう一つが、ガス体エネルギーの脱炭素化の技術開発をしていくということで、

そもそもの排出をゼロにするという、このようないろいろな技術を組み合わせて、ネット・

ゼロというものに取り組んでまいりたいというふうに考えております。 

 一方で、日本のエネルギー政策の原則としては、Ｓ＋３Ｅというものが大変重要だという

ふうに考えております。特に近年、地震だとか台風に伴って、停電被害が頻発するというこ

とと、さらに甚大化するというようなことがあろうかと思っております。ですので、日本に

おきましては、このＣＯ₂ネット・ゼロに向けた取組とともに、防災性、こういったものを

しっかり両立させていくということが大変重要ではないかというふうに考えております。 

 そのような中、まちづくりといった観点から御説明申し上げると、この環境性と防災性、

こういったものを両立するということで、私どもこのスマートエネルギーネットワークと

いうものを構築し推進しております。略称でスマエネと呼んでいるものでございます。 

 こちらの特徴でございますけれども、まずは１つ目としまして、熱と電気の面的利用によ

って省エネ・省ＣＯ₂を実現していくということ。２つ目は、再エネとコージェネ、こうい

ったものを組み合わせることによってエネルギーの地産地消、これを実現していくという

ことでございます。３点目といたしまして、コージェネ等の分散型エネルギーシステムを導

入することによって、エリアの防災性を向上させていくということです。こういったものを、

ＩＣＴを活用して最適にエネルギーを制御管理していくということによりまして、大都市

のスマートシティですとか地方都市のコンパクトシティ、こういったものを推進すること

に貢献できるのではないかというふうに考えている次第でございます。 

 ここで、スマエネの主要な構成要素を３点ほど簡単に御紹介させていただきたいと思い

ます。まず１点目はコージェネレーションでございます。こちらのほうにつきましては、出

力が不安定な再エネ電源の調整力として、再エネの導入拡大に貢献できるのではないかと

いう側面。それから、系統電力の停電時にも、電力だとか熱の供給継続が可能になるという

ことで、防災性の向上に寄与できるというふうに考えております。 

 ２つ目が、ＩＣＴを活用した需給連携システムでございます。昨今のＡＩとかビッグデー

タの進展というか、こういったものを活用しまして、建物とこのスマエネセンターを連携い

たしまして、エネルギー需給を一括管理したりだとか、最適制御をするということをやって

いきたいというふうに考えております。 

 ３点目が、中圧ガス導管ということで、こちらは東日本大震災クラスの地震にも十分に耐
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えられる構造のものでございますけれども、こういったものを御活用いただくことによっ

て、信頼性の高いエネルギーシステムを構築することが可能だと考えております。 

 ここまでスマエネの特徴を御紹介させていただきましたが、ここから事例の御紹介をさ

せていただければと思っております。まずは、地域エネルギー供給からスマエネへの進化の

歩みみたいなものを少し御説明させていただければというふうに思っております。 

 まず、この１９７０年代に、地域エネルギー供給というのが大気汚染防止といった観点か

ら導入が始まったということでございます。その後、時代のニーズに合わせまして、省コス

トだとか省エネ、それからＢＣＰだとか低炭素、最近で申しますとＳＤＧｓ、こういった

様々な目的に貢献してきているのではないかというふうに考えております。 

 こちらのほうに事例を掲げておりますけれども、まちづくりを中心といたしまして、最近

では例えば工業用途ですとか、それから海外の都市、こういったものにも適用が拡大してき

ているというところでございます。 

 それでは、ここから具体的な事例を２つほど御紹介させていただければというふうに思

っております。 

 まず１つ目は、田町駅東口の事例でございます。こちらのほうにつきましては、田町駅の

駅前に街区が２つございまして、まずは駅から遠いほうのⅠ街区というものの開発が進み

まして、病院だとか公共施設、こういったものが整備されて、２０１４年から開業している

というところでございます。もう一つ、駅に近いほうのⅡ街区が遅れて開発が行われまして、

こちらのほうにはホテルとかオフィス、それから商業といったものが整備されまして、２０

２０年に竣工しているというような形になります。 

 この２つの街区におきましては、コージェネだとか、再エネ・未利用エネ、こういったも

のを導入することによりまして、先導的な省ＣＯ₂の街区というものを形成しているという

ことです。それから、それぞれの街区にエネルギーセンターを設けておりまして、この２つ

の街区を連携するということ。それから、需要家様と供給側を一体的に最適制御を行うとい

うことによりまして、省エネ・省ＣＯ₂とともにレジリエンスの向上といったものを高度に

実現しているというものでございます。 

 次に、この田町で導入している主要な技術について御紹介をさせていただければと思っ

ております。 

 まず１つは、先ほど御説明を申し上げたⅠ街区、Ⅱ街区ともに、コージェネレーションを

導入しているというところでございまして、平常時の省ＣＯ₂、それから災害時の電源確保
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に貢献しているというところでございます。 

 それから再エネの活用ということで、敷地内の歩行者デッキの上部に太陽熱のパネルを

設置しております。それでこの熱と、これは先ほど御説明申し上げたコージェネの廃熱、こ

れを合わせて利用することによってエネルギーを有効活用するというようなことをしてお

ります。 

 地区にある未利用エネルギーの活用ということで、地下トンネル水というものを活用し

ておりまして、夏季は冷凍機の冷却水として活用しております。冬季はヒートポンプの熱源

水として活用するということをすることによって、年間を通して熱源機の効率の向上に貢

献をしているというところでございます。 

 もう一つ、水素社会の先駆けということで、高効率の燃料電池、こちらのほうの実証機も

導入しております。発電出力は５キロワットと少し小ぶりなんですが、発電効率が６５％と

いうことで非常に高効率を実現できておりますので、こういったものの将来の普及に向け

て、ここで実証を行っているというようなものでございます。 

 続きまして、日本橋の室町の事例というのを２つ目として御紹介をさせていただければ

と思っています。このスマエネにつきましては、三井不動産様と東京ガスの協業で行ってい

る事例でございますけれども、この赤で示している、新規の大規模な再開発、これを契機と

いたしまして、周辺の既存街区、こちらも含めてスマートエネルギーネットワークを構築さ

れているという事例でございまして、こういった取組は日本で初めての取組というような

形になります。全体の供給延べ床面積は大体１００万平米ぐらいになるかと思っておりま

す。 

 それで、ここの新たに整備したエネルギーセンターの中に、大型のコージェネレーション

というものを導入しておりまして、この再開発ビルに供給するとともに、既存のビルにも電

気と熱を供給するというような形を取ることによりまして、エリア全体として平常時です

と３０％のＣＯ₂削減を実現しているということです。非常時にもコージェネの電気を供給

することによって、エリアとして都市防災力の向上にも貢献しているというようなところ

でございます。ここで導入しているこの大型のコージェネレーションにつきましては、発電

効率が５０％に迫る、非常に効率の高いものが導入されているというものでございます。 

 ここまでスマエネの事例紹介をさせていただきましたけれども、先ほど冒頭、私のほうで、

様々な取組を通じてＣＯ₂ネット・ゼロに取り組みますということをお話しさせていただき

ましたが、スマエネ以外の、現在行っている取組につきまして御説明をさせていただければ
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というふうに思っております。４例ほど御説明をさせていただきます。 

 まず１つ目が、再エネ電源の拡大推進ということでございます。こちらのほうにつきまし

ては、太陽光ですとか風力ですとか、様々な再エネを活用しまして、国内外で今現状、１３

０万キロワットを取り扱っております。こちらのほうは、弊社といたしましてはさらに拡大

していきたいというふうに考えております。 

 ２点目でございますけれども、こちらは、コージェネレーションの調整力と、再エネとい

うのをうまく融合させることによって、最適制御を図っていくということでＶＰＰ実証と

いうものを行っております。業務用で申しますと、例えば複数のサイト、ここにいろんなエ

ネルギーソースというか、太陽光発電とかコージェネだとか蓄電池だとかというものを置

くことによって、これを統合制御することによって、できるだけ効率よくエネルギーを使っ

ていくというような、そのような取組を行っております。 

 ３点目が、カーボンニュートラルＬＮＧの導入ということでございまして、こちらのほう

につきましては、天然ガスの採掘から燃焼に至るまでの工程で発生するＣＯ₂を、別の取組、

例えば植林等々でうまく相殺すると。カーボンオフセットを図った、そういうＬＮＧを海外

から輸入してきて、活用するというような取組でございます。 

 こちらにつきましては、大丸有地区で熱供給をされております、丸の内熱供給様のほうで、

日本初で御採用をいただいておりますが、近年、環境意識の高まりを受けて採用事例も増え

てきているというところでございます。 

 最後、４点目でございますけれども、ＣＣＵ、二酸化炭素の利用技術の開発ということで

ございます。こちらは、ガスの機器から排出されたＣＯ₂を、うまくコンクリートに封じ込

めたりだとか、炭酸塩化だとか殺菌・消毒で活用していく、こういったものを技術開発しま

して、できるだけ早期に実装していきたいというふうに考えております。 

 次に、ＣＯ₂ネット・ゼロに向けた中長期的な将来の絵姿を示させていただいております。

こちらのほうは、まず、先ほど申し上げた再エネ電源を活用しまして、再エネ由来の水素を

生成します。この水素を、エリアによっては直接利用するということを考えております。 

 それからその他につきましては、この水素とＣＯ₂からカーボンニュートラルなメタンを

生成する、これをメタネーションというふうに呼んでおりますが、そうすることによって、

既存の都市ガスインフラを活用して供給するというような形を考えております。 

 また、海外から、先ほど御説明申し上げたカーボンニュートラルＬＮＧ、こういったもの

を輸入してきて、同じように活用するというようなことも考えております。 
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 それで、これらのガスを活用したコージェネだとかガス空調、こういったものと、再エネ

電源、これを組み合わせることによって最適制御して、できるだけエネルギーを有効活用す

る、こんな全体像を考えているというところでございます。 

 御参考までに、日本ガス協会さんのほうで出されている、カーボンニュートラル化に向け

たイメージみたいなものを、示させていただいております。まだ２０２０年の時点では従来

の天然ガスがメインでございますけれども、２０３０、４０、５０というふうに進むにした

がって、いろんなイノベーションの実現に応じまして、例えばメタネーション等で生成した

カーボンニュートラルメタンですとか、バイオガス、それから水素、こういったものに置き

換わっていくということで、２０５０年のガスのカーボンニュートラル化を目指すという、

そのようなイメージの図になっております。 

 最後に、これからのまちづくりに向けてということで、アドバンストスマエネというもの

を御紹介させていただければと思います。 

 従来のスマエネにつきましては、省エネ・省ＣＯ₂、それからレジリエンスというところ

を主な目的としておりましたが、やはり価値観が多様化する中でいうと、いろんなサービス

もさらに多様化していかなくてはならないというふうに考えております。 

 そういう中で、例えば先ほど来御説明申し上げているＣＯ₂ネット・ゼロへの挑戦という

ものもありますし、それからレジリエンスにつきましても、エネルギー面だけではないサー

ビスを展開していきたいというふうに考えております。 

 また、スマートウェルネスみたいな言葉もありますが、ＱＯＬ・ＱＯＷ、こういったもの

の向上というのを御提供できるサービスも展開していきたいというふうに考えております

し、ＩＣＴが発達している中でいうと、このエネルギーマネジメントをうまくやることによ

って、スマエネの高度化みたいなものを図っていきたいと考えております。さらにまち全体

を活性化させていただくという観点から、エリアマネジメント、こういったものも行ってい

きたいというふうに考えております。 

 最後にまとめでございますけれども、特にこのアドバンストスマエネ、こういったものを

実現していく上では、分野が多岐にわたるものですから、皆様との共創、共に創るという観

点が欠かせないかというふうに思っております。こういった共創を通じて、スマートシティ

ですとかコンパクトシティの実現に貢献していきたいというふうに考えております。 

 すみません。最後、ちょっと画像が乱れてしまって恐縮ですが、東京ガスの御説明は以上

になります。御清聴ありがとうございました。 
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【石田座長】  ありがとうございました。それでは、続きまして、豊橋市様、お願いいた

します。 

【豊橋市】  おはようございます。 

【石田座長】  おはようございます。 

【豊橋市】  豊橋市下水道施設課の七原でございます。本日はよろしくお願いいたします。

ただいまより資料の共有をいたしますので、よろしくお願いします。 

 人口約３８万人の中核市でございます。皆さん御存じのごみゼロ運動、こちらは豊橋市が

発祥の地となっております。そういうことから、豊橋は環境やエコに対しても力を入れてい

るところでございます。 

 今回、私どもの事業では、下水汚泥に加えてし尿・浄化槽汚泥、生ごみという複合の地域

バイオマスのエネルギー化を実施いたしました。下水道部門、環境部門ともに、従来の処理・

処分方法を変更し、ＰＦＩで事業を実施することでコスト縮減を図ることができました。そ

の取組について、御紹介させていただきます。 

 まず、豊橋の下水道ですが、歴史が古く、昭和６年に下水道事業に着手し、昭和１０年に

は全国で４番目の都市として、野田処理場という処理場が供用開始をしております。こちら

は当時の写真でございます。 

 現在は、公共下水の処理場として３つの処理場と、小規模処理場として１３の処理場を管

理しております。その中で、市内最大の処理場が中島処理場となっております。この処理場

は昭和４８年に供用を開始した日８万トンの合流施設と、平成２３年に供用を開始した日

３万７,５００トンの分流施設で、概要は記載のとおりでございます。この処理場内で今回

の事業を実施しております。 

 事業実施の背景でございます。第５次豊橋市総合計画、豊橋市上下水道ビジョンにおきま

して、環境負荷の小さい下水道を目指し、未利用エネルギーの有効利用を図ることとしてお

ります。また、農家の後継者不足に加え、設備の老朽化の問題で、全量有効利用されている

乾燥汚泥についても将来の不安があり、有識者を交えた、下水汚泥有効利用検討会を組織し、

検討を重ねました。結果、将来にわたり安定的に有効活用可能な処理・処分を行うことと提

言をされております。これらを受け、エネルギー利用に方法転換をすることとしたものでご

ざいます。 

 事業の概要としましては、中島処理場に様々なバイオマスを集約し、メタン発酵後のバイ

オガスをエネルギー利用する事業でございます。事業手法としましては、ＰＦＩ。その方式
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としましてはＢＴＯ方式としております。事業スキームは、サービス購入型と独立採算型を

合わせた混合型となっています。契約期間は、２０１４年１２月から２０３７年９月までで、

２０年間の維持管理運営期間が含まれております。契約金額は約１４８億円で、その内訳は、

約９８億円が施設整備費、約５０億円が２０年間の維持管理費となっております。 

 事業の内容としましては、特定事業として２点ございます。まず１つは、バイオガス利活

用業務。２つ目として、発酵後汚泥利活用業務。それぞれ提案で、ガス発電による売電と炭

化燃料化となっております。 

 これとは別に、附帯事業として、未利用地利活用業務があります。こちらは事業者の提案

で、約２メガの太陽光発電設備を設置しております。 

 バイオマスの種類と処理量として市が提示をしたのは、下水汚泥が１日当たり３５１立

米、し尿・浄化槽汚泥が１日当たり１２１立米、生ごみが１日当たり５９トンとなっており

ます。ちなみに、生ごみの内訳を申し上げますと、家庭系が４９トン、事業系が１０トンと

なっております。 

 こちらは、事業実施前のバイオマス処理の流れでございます。下水汚泥は中島処理場で乾

燥させ、肥料化していました。肥料はのんほいユーキという名称で、年間７,０００トン弱

発生する乾燥汚泥の全量を緑農地還元しておりました。 

 し尿・浄化槽汚泥、生ごみについては、焼却施設で燃焼溶融し、溶融スラグとして建設資

材にして利用しておりました。 

 事業実施後の処理の流れでございます。 

 下水汚泥、し尿・浄化槽汚泥、生ごみ、それぞれを前処理し、メタン発酵槽へ投入をしま

す。５,０００立米の鋼板製タンクが２基、設置をしてあり、３５度に保った発酵槽で約２

０日間発酵させることで、１日当たり１万から１万１,０００ノルマル立米強のバイオガス

が発生をしております。発生したバイオガスは脱硫設備を通り、２，０００立米のガスホル

ダーに一旦貯留され、ガス発電機へ供給されます。ガス発電機は、１,０００キロワットの

高効率のものが１台設置してあり、発電された電力はＦＩＴ制度により売電をしておりま

す。計画では、年間６８０万キロワットアワーの売電量を見込んでおります。一方、発酵後

に残った汚泥は、脱水後、炭化設備で炭化し、石炭代替の燃料として民間企業へ売却してい

ます。 

 こちらは事業のスキームになります。左側、青色の一点鎖線の部分が特定事業になります。

右側の赤色の破線部分、こちらが附帯事業になります。また、こちらは一度御覧いただけた
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らと思います。 

 今回の、この事業を実施しての効果を３点挙げさせていただきました。 

 １つ目、バイオガス発電と炭化燃料化で複合バイオマスの１００％エネルギー化を実現

しました。２つ目、地球温暖化防止対策として、バイオマスの利活用でＣＯ₂の削減が可能

となっています。３つ目、ＰＦＩの導入や既存施設の規模縮小などで、市全体で２０年間で

約１２０億円の財政負担が軽減されると試算しております。１２０億円の内訳を申し上げ

ますと、約８０億円が下水道事業、残りの約４０億円が環境事業となっております。 

 続きまして、３つの特徴です。 

 １つ目として、３８万市民に生ごみ分別という一手間をお願いすることで、施設の能力が

発揮される、市民協創の施設となっております。２つ目、ごみから資源へ新たな価値をつく

り上げてイノベーションを起こす施設でございます。３つ目は、地域バイオマスを利用した

複合バイオマス施設としては、国内最大規模の施設でございます。以上を３つの特徴として

挙げさせていただきました。 

 続きまして、令和元年度の稼働状況でございます。受入量としまして、汚泥量は計画量よ

り少し多くなっております。生ごみ量、こちらはごみの減量化運動というものを豊橋市は実

施をしております。これによって計画量の約８４％となっております。 

 一方、エネルギー発生量としまして、バイオガス発電での売電量は、計画の６８０万キロ

ワットアワーに対して、６５８万キロワットアワーとなっております。計画より少ないのは、

元年度は大きな点検がございまして、その関係で約一月近くの発電機停止期間があったこ

とで、少なくなっております。炭化物の生産量につきましては、ほぼ計画どおりとなってお

ります。 

 そのほかとして、二酸化炭素削減量でございます。ごみ焼却施設を除く計画量を僅かに下

回っておりますが、これは、発電量の減少によるものということになっております。ちなみ

に、ごみ焼却施設を含めた二酸化炭素削減量になりますと、年間約１万４,０００トンの削

減が可能という試算をしております。 

 続いてですが、直接、私どもの事業とは違いますが、私どもの市の環境部では、ＪＦＥエ

ンジニアリングと地元の豊橋信用金庫と３者で協定を結び、この１０月に地域新電力会社

を立ち上げております。２月から運用を開始しているといった状況でございます。今年度は、

豊橋市役所ＲＥ８を、２０３０年にはＲＥ５０を達成、２０５０年にはＲＥ１００を目指す

こととしております。この地域新電力会社の社名は、穂の国とよはし電力株式会社で、その
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ロゴがこちらになっております。 

 事業のスキームのイメージ図でございます。まず、フェーズ１として、バイオマス利活用

センターでの発電電力をベース電源としまして、市内の太陽光発電所から電源調達し、市の

公共施設へ供給をしていきます。その後、フェーズ２、フェーズ３として、順次、地域の再

エネ調達を拡大し、地産地消率の向上を図るものです。 

 自慢をさせていただきます。バイオマス利活用センターの受賞歴でございます。平成２９

年９月、これは供用開始直前でございますが、国土交通大臣賞「循環のみち下水道賞」にお

きまして、イノベーション部門で表彰され、その後、３０年の全建賞、これは都市部門でご

ざいます。それから令和元年度の「インフラメンテナンス大賞」優秀賞。今年度は、新エネ

大賞、地域共生部門におきまして、経済産業大臣賞を頂きました。以上、４年連続での受賞

を自慢させていただきました。 

 こちらは、バイオマス利活用センターの施設配置図でございます。以下、御覧いただきた

いと思います。 

 以上で、事例紹介を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

【石田座長】  ありがとうございました。 

 それでは、これから議論に移ってまいりたいと思います。御意見等をお願いできればなと

いうふうに思っておりまして、発言を希望される場合には、Ｔｅａｍｓの手を挙げる機能を

御利用ください。ただ、議論の時間が２０分位と極めて限られておりますので、質問あるい

は回答される場合には、簡潔にお願いしたいと思います。オブザーバーの皆様もどうぞ積極

的に御発言いただければと思います。いかがでしょうか。どなたからでも結構ですが、おら

れませんか。村山委員、お願いいたします。続々挙がっていまして、その次に、屋井委員、

田中委員、二村委員、お願いします。村山委員、どうぞ。 

【村山委員】  東京大学の村山です。非常に魅力的なお話、ありがとうございました。大

変参考になりました。 

 ２点あります。最初のミサワホームさんの話で、発表資料の５ページですけれども、熱損

失が５０％削減とか２７％削減とあるんですけれども、これは何を基準にして削減、パーセ

ントを出しているのか。これ、標準的な算出方法は業界であるのかということをお伺いした

いというのが１点目です。 

 ２点目、３つの御発表でもそうだったんですけれども、非常にいい取組をされているなと

思うんですが、その中で私は、今後のカーボンニュートラルの過程における新しい産業の育
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成とか、産業構造のトランスフォーメーションが重要だと思っているんですけれども、そう

いった意味で皆さんの取組の裾野を広げるということが非常に重要だなと思うんですが、

その中で新しいサービスですとか技術とか会社とか産業をどうやって育てていくかという

観点で、自社以外にも新しい会社とかできてこないといけないなと思うんじゃないかなと

思いますけど、何か取組をされているかということと、国ができること、やるべきこととい

うのがもし御意見があればと思いました。東京ガスさん、共創という言葉を使いましたが、

そういった観点で御意見いただければと思います。 

【石田座長】  石塚さん、簡潔にお答えいただけますか。 

【ミサワホーム（株）】  何を基準に熱損失等の数字を算出しているかということですが、

これはミサワホームの従来の標準仕様を基に算出しています。例えば、壁の断熱性能であれ

ば、通常、１６キロ細繊維７５ミリを標準にしているんですけども、今回、付加断熱をして

いるということで、それが半分になると。開口部につきましては、通常使用としては、アル

ミ樹脂複合のペアガラスを標準にしておりますので、それと比べて２７％削減になるとい

うことでございます。以上です。 

【石田座長】  ２点目はどうですか。 

【ミサワホーム（株）】  私、次世代のその産業育成、カーボンニュートラルに向けた産

業育成という意味では、ＩｏＴ産業のところに非常に期待をしております。また、一緒に取

り組んでいる最中です。それは、ＨＥＭＳから始まった、いろいろなエネルギーの利用の見

える化のところを、快適に暮らすですとか、安全に暮らすというところまで領域を広げて、

やっぱりなかなかお住まいになっている方が、住んでいる中で気づかないことも多々あり

ますので、それをＩｏＴによる見える化あるいは制御によって、いかに効率的にあるいは快

適に暮らせるかというようなところを今後、一緒に取り組んでいきたいなと考えています。 

【石田座長】  ありがとうございました。では次、屋井委員、お願いします。 

【屋井委員】  どうもありがとうございます。私も２点あるんだけど、時間の関係もある

ので１点に絞らせていただきます。 

 またミサワホームさんになってしまうんですけど、よろしくお願いします。８ページに、

エムスマートシティ熊谷ということで、大変魅力的な住宅地の取組の御紹介いただいたわ

けですけども、ちょっと写真を見ていまして気になったものですから。というのは、環境と

防災というのはまさに一体で取り組まなきゃいけないということなわけですけども、住宅

地街においての、例えば、電線類、電柱類の新設というのは年間７万本あると言われまして、
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住宅地だけじゃないんですけども、新設住宅地にもあります。ただ、良質な住宅地の場合に

は恐らく住宅価格に転嫁するというか、入れまして、無電柱化を図っていくというのは世界

中でもやっているし、日本でもやっているところなので、こういうところでもできるのでは

ないかと思うんですけども、これを見ますと電線、電柱が残っているようなので、あえて残

している理由というのがやっぱりありそうな気がしまして、高圧は地下に入っているのか

もしれないし、売電なんかもやるわけですから、そういう施設は別途あるんでしょうけども、

やっぱり電線が台風や強風のときに問題を起こしたりしますので、その辺り、どういうお考

えでまちづくりを進めているかお伺いできればありがたいと思います。以上です。 

【石田座長】  お願いします。 

【ミサワホーム（株）】  ありがとうございます。先生のおっしゃるとおりでございます。

本来は地下埋設をするというようなことも、これ事業をスタートするときに検討してまい

りました。ただ最終的には、エネルギーの消費も含めて、それから事業性も含めて電柱を設

置するというような結果になりました。 

 検討の途中には、ここをエネルギー自給なまちにしていこうというような発想もござい

まして、例えばコージェネを使った熱導管を地下埋設で設置をして、まちとしてのエネルギ

ーの自立化を図っていこうというようなアイデアもあったんですけども、最終的にはやっ

ぱりこれも、コスト、それから自営線を引いた場合に、そのメンテナンスを誰がどこまでで

きるかというようなことが、ちょっと行政との中の調整が最終的には折り合いませんで、そ

こまで至らなかったというのが、この事業の中での、実際のエネルギーの供給の、電柱ある

いは地下埋設の取組の検討の結果でございました。 

【石田座長】  ありがとうございました。では次に、田中委員、お願いします。その後、

小林、二村、山戸委員の順番にお願いします。田中先生、どうぞ。 

【田中委員】  ありがとうございます。よろしくお願いいたします。田中充です。 

 それでは、最初、ミサワホームさんと東京ガスさん、それぞれにお尋ねをしたいと思いま

す。短くお尋ねします。 

 まず、ミサワホームさんのほうの、省エネ住宅あるいはＬＣＣＭ住宅でしょうか、とても

魅力的だと思います。ついては、例えば太陽熱のようなものの利用はどのぐらい今進んでい

るのか、あるいはお考えになられているのか、お知らせください。 

 あわせて、こうしたその省エネあるいはエネルギー利用効率の高い、かつ、パッシブソー

ラーのような非常にエネルギーフレンドリーな住宅を整備するときにどのぐらいコストが
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一般的に上がるのか。従来の建築に比べてどのぐらい上がるのか、その辺りも教えていただ

ければと思います。どうぞよろしくお願いします。 

 それから東京ガスさんですが、私の理解では、その事業の後に、エネルギーインフラの再

整備ですね。端的に言えば、ガス導管の再整備や更新が行われていくことになるんだろうと

思うんですが、そうしたものと、例えば御提案でいただいているようなアドバンストスマー

トエネルギーですか、こういう新しい、あるいは進んだエネルギー効率の高い仕組みという

のがうまくマッチして、かつその導管の省エネ化のようなことも非常に進むといいなと思

うんですが、そういう、エネルギーインフラ、インフラ施設の省エネ化のようなことはどう

なんだろうかということを、御見解があれば教えてください。以上でございます。ありがと

うございました。 

【石田座長】  じゃあ、お願いいたします。 

【ミサワホーム（株）】  ありがとうございます。ミサワホームの石塚です。 

 まず、太陽熱利用についてなのですが、エコフラッグシップで御紹介しましたカスケード

ソーラーシステムについては、金額的にはプラスの９０万ほどになっています。その費用感

もございまして、実際にどのぐらい普及しているかといいますと、１０年前に造りはしたの

ですけども、お客様の家で導入されたのは数棟というようなレベルでございます。 

 それからあと、パッシブ的な工夫のためにどのぐらいコストがかかるのかというような

話ですが、実際の建物そのものについては、弊社は微気候デザインということで、通風なり

排熱をよくする設計を標準としていますので、そこで追加コストはございません。ただ、そ

れを自動で制御する仕組みがあります。これは家の中で温度差ができた場合に、自動的に排

熱をするためにトップライトを自動開閉するというような仕組みなんですけども、これは

約８万円ほどのコストになります。 

 また、熊谷で御説明しました、外構でのクールスポットづくりというようなことで、いろ

いろなパッシブクーリングアイテムがあるというお話を差し上げましたが、これも今、自動

の制御と、様々なアイテムございまして、標準では大体１５万円程度の金額というようなこ

とでお客様に提供しております。 

【田中委員】  ありがとうございます。 

【石田座長】  ありがとうございます。東京ガスの清田様、いかがでしょうか。 

【東京ガス（株）】  御質問ありがとうございます。エネルギーインフラに関してですけ

れども、電気・ガス、それからアドスマ（アドバンストスマエネ）ですと熱だとか自営線だ
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とか、そういったいろいろございますけれども、そういう意味でいうと結構適切に管理され

ているところもございます。設備と比べますとかなり寿命が長いということも言えるのか

なと思っておりますので、それを引き続き適切に管理していくということが大前提かなと

いうふうには思っておりますが、そのために最近は、人手をあまりかけずにしっかり高度に

管理していくということで、ＩＣＴとかの技術も活用しながら、例えばドローンとかもうま

く活用しながら、そのメンテの省力化を図っていくとか、そういったところのうまく両立を

図っていければよろしいのではないかなとは考えております。 

【田中委員】  ありがとうございます。 

【石田座長】  ありがとうございました。次が小林委員、お願いいいたします。今、ほと

んど委員全員の方に手を挙げていたいておりまして、もう時間があまりありませんので、こ

れ以降の発言希望は受け付けませんので、すみません。小林先生、どうぞ。 

【小林委員】  田中委員と、問題意識が重複しておりますが、詳細ではなくて結構ですが、

どれぐらいのコスト負担増を考えていけばいいのか。その辺のイメージをご説明いただけ

ればありがたいです。さらに、どれぐらいのタイムスパンで実装化を達成されようとしてい

ているのか？実装化にあたり、どの程度のコストダウンを図れば理想的なのかをお考えな

のかを教えていただければありがたいと思います。 

【石田座長】  お願いします。 

【ミサワホーム（株）】  ミサワホーム石塚です。ありがとうございます。 

 １つ目は、経済的な効果が、やっぱりどれだけ得られるかということになるかなと思いま

す。実際の、例えばＬＣＣＭをやるためのコスト増がどのぐらいかかるかといいますと、や

っぱり今ですと太陽光パネルが９キロぐらい搭載する必要があるというところが非常にコ

ストがかかるところで、それで２００万円ほど、販売価格がアップすると思っています。 

 実態としましては、それを、例えば１００万ぐらいのアップに抑えて、２０年以内に回収

するというようなところが理想形かなというふうに考えていますが、なかなかそこは課題

として、まだ解決策が見いだされていないところでございます。以上です。 

【石田座長】  東京ガスさん。 

【東京ガス（株）】  東京ガスでございます。御質問ありがとうございます。 

 スマエネにつきましては、既存の高効率技術の組合せみたいなところでございますので、

そういった意味でいうと実装は世の中で結構進んできているかなというふうに思っており

ます。コストでどのぐらい増加というのは、この場でお答えするのも、一件一件ちょっと事
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情も違ったりするので難しいんですが、スマエネの実装が広がっていくことによって、その

高効率な設備をいろいろ入れてもさらに下がっていけるのではないかなというふうには考

えております。 

 近年、先ほども申し上げましたけれども、やはりＩＣＴ技術が発展してきておりますので、

そういったものもうまく活用していけば、さらなるコストダウンの加速みたいなものが、今

後見据えられるのでないかなと考えている次第でございます。以上でございます。 

【石田座長】  では次に、二村委員、お願いします。 

【二村委員】  東京女子大学の二村でございます。 

 まず、御説明ありがとうございました。３件共通して思いましたのは、それぞれの地域に

適したやり方があるんだなと。適地があるなということを感じました。 

 質問させていただきます。東京ガス様と、豊橋市様です。不確定要因が多いとは思うんで

すけれども、ＬＮＧの今後の価格の動向、キーかなと思いました。資源量等との関係でちょ

っと教えていただければと思います。 

 また、蓄電池の性能というのも、大規模にこのようなことを行うには大事なのかなと思い

ましたので、性能に関する見通しについて教えてください。 

 また、豊橋市様。大変すばらしい取組であると思うんですけれども、周辺市町のごみをさ

らに受け入れて、もうちょっと規模を拡大しようというような御計画はありますか。それに

付随しまして、発電能力に余力はあるんでしょうかということを教えてください。以上です。 

【石田座長】  ありがとうございます。それでは、清田さんと七原さん、お願いします。 

【東京ガス（株）】  東京ガスの清田です。御質問ありがとうございます。 

 まず、エネルギーのうち、ＬＮＧの今後の価格についてでございますけれども、世の中の

動向次第で、なかなか一概に予想しにくいところもございますが、ただ埋蔵量という観点か

ら言うと、アメリカを中心に従来型ではないシェールガスと呼ばれるガスも増えてきてお

りますので、そういうのも含めますと、埋蔵量も豊富にあるという中で、いろんな調達地か

らしっかり、コスト低減した上で調達してくれば、それなりのコスト競争力のあるものが引

き続き供給し続けられるのではないかというふうに思っております。 

 もう一つ、将来に向けた、多分水素ということだとは思いますけれども、ここのところは

まさに御指摘いただいたように、ここの価格をいかに低減していくかというところが非常

に重要だと思っております。その多勢を占めるのが水素を製造する技術だというふうに思

っておりますので、そこをできるだけ低廉にできるように、今後技術開発のほうを進めてい
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きたいというふうに思っております。 

 もう１点御質問いただいた、蓄電池の性能のところでございますけれども、こちらのとこ

ろ、私ども、エネルギー会社であるもののガスがメインでございますので、なかなか細かい

性能のところは申し上げにくいところもあるんですが、やっぱり蓄電池の性能向上に向け

た課題、または、ちょっと蓄電池だけでは賄えないようなものもいろいろあると思いますの

で、いろんな技術を組み合わせながら、できるだけ電力の負荷というのを平準化していく、

こういった取組も引き続き重要になってくるのではないかと考えております。以上でござ

います。 

【石田座長】  七原さん、お願いします。 

【豊橋市】  七原でございます。まず、周辺市町のごみ、こちらを入れていくということ

につきましては、事業開始前に周辺の市町に対して聞き取りを実はしております。その中で、

豊橋と一緒にはなかなかできないというような回答をいただいておりまして、豊橋とはと

いう言い方は変ですけど、やっぱり生ごみ分別ということが非常に難しいということで、な

かなか豊橋のやるような生ごみ分別ということができないという答えだったんです。そう

いったことから、豊橋単独で進めましょうということになっております。 

 現在、人口減少だとか、生ごみの減量化ということから、受入れ量に対しては多少の余力

はございます。ただ、下水汚泥等も少し多いということから、発電には今、目いっぱいの発

電をしておりますので、発電量としては余力はないというのが現状でございます。以上でご

ざいます。 

【石田座長】  ありがとうございました。では次に山戸委員、お願いします。 

【山戸委員】  ありがとうございます。お願いいたします。私のほうからは、東京ガスさ

んと豊橋市さんに２点あります。 

 東京ガスさんのほうは、感想みたいで恐縮ですけれども、やはり国のエネルギー政策に加

えまして、このようなエネルギー事業会社様から、技術開発や事業戦略を中長期でお示しい

ただくこの２つの情報がございますと、私ども製造業といたしましても、ＣＯ₂ゼロに向け

たエネルギーの使い方、切替えの中長期的な具体的な計画をすごく検討しやすくなってま

いります。 

 エネルギーの切替えは、工場のいろんな能増とかとのセットで、やはり５年、１０年単位

で考えていくことが現実的だと思いますので、このような情報発信は本当に後押しになり

ます。ありがとうございます。今日いろんな御質問もありましたけれども、今後はより具体



 -24-

的な価格やいろんなところもいろいろ情報開示していただけると、弊社も一生懸命やって

まいりますので、よろしくお願いいたします。 

 それから豊橋市様には少し御質問も含めてなんですけれども、弊社も、豊田市にあります

元町工場でバイオガスメタンを活用した水素プロジェクトを始めさせていただいておりま

す。今後もこうした下水道を利用したプロジェクトが全国各地域で普及すると、私どももい

ろんな製造事業体で活用させていただけると思っております。 

 安定安価にこういったエネルギーを使わせていただくために、地域の自治体様と、国の政

策、それから私どものような産業界、どのような連携がより効果的なものになるか、何か課

題認識などをお持ちでしたら、共有いただければと思います。よろしくお願いいたします。 

【石田座長】  じゃあすみません。お願いします。七原さん、お願いいたします。 

【山戸委員】  お願いします。 

【豊橋市】  七原でございます。 

 大変難しい御質問だと思いますが、将来に向けての中長期ということの国との連携でご

ざいますが、今回私どもで実施しました事業につきましては、これができれば私どももＰＲ

をさせていただいて、そういった中で横への連携というのがどんどん広がっていければ、非

常にうれしいなというふうには思っております。 

 あと、省エネ・再エネに関して、我々も事業として、今模索をしております。そういった

中で、国からの交付金を頂けるのであれば、いろいろな意味で助かるのかなというふうに考

えております。それを含めまして、もう一つは新技術の提案だとか、提供だとか、そういっ

たものもいただけたらなというふうには考えております。 

 ちょっと答えになっているかどうか。以上でございます。 

【石田座長】  ありがとうございました。じゃあ次、伊藤委員、お願いいたします。 

【伊藤委員】  東京理科大学の伊藤です。プレゼンテーションありがとうございました。

大変勉強になりました。 

 ミサワホームさんに伺いたいんですが、資料の７ページにも、約６３年で建設時排出した

ＣＯ₂を相殺というふうに書かれているんですが、そのＬＣＣＭ住宅にしても、熊谷のよう

な住宅地開発にしても、長く住み続ける、長く住み継いでいくということが非常に大事だと

思うんですが、日本の住宅は寿命が短いということで、竣工時の価値が一番高くてあとはど

んどん古びていって、すぐ建て替えてしまうということが多いと思うんですが、どうやって

長寿命化、いろいろな意味での、人間のほうのライフサイクルであったりとか、機器として
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長く住み継いでいける、長期にわたって使える良好なストックというふうなものをどうや

って形成していくかということが大事だと思うんですが、その辺のお考えがあれば教えて

ください。 

【石田座長】  石塚さん、お願いします。 

【ミサワホーム（株）】  ありがとうございます。 

 建物については、もう保証制度の中で非常に長寿命化させると、長期にわたりメンテナン

スをするということで制度を整えておりますが、先生おっしゃるとおり、長く地域の中で住

み続けるというような視点が非常に大事だなというふうに思っています。 

 その中で、ミサワホームだけではないんですけども、ハウスメーカー全体の中で、スムス

トック制度ということで、優良な中古住宅戸を住み継ぐような仕組みをつくりながら、住ま

いそのものを受け継ぐというような取組を進めています。 

 また、これは弊社の中で、直接ＬＣＣＭ等とは関係ないんですけども、やっぱりハウスメ

ーカーが過去に分譲した大きな既存住宅地、ここにいかに長く住み続けるかという取組も

しておりまして、その中で弊社は、交通環境と、それから継続居住性というようなところを

テーマに、長く住み続けるための住環境がどうあるべきかというようなところを今まさに

研究している最中で、この辺りを生かして、今後の、まさに熊谷が３０年後どうなるのかと

いうことでもありますので、引き続き取組を進めていきたいというふうには思っておりま

す。すみません。以上です。 

【石田座長】  続きまして、竹内委員、お願いできますでしょうか。 

【竹内委員】  ありがとうございます。御説明いただきまして、ありがとうございました。

国際環境経済研究所の竹内と申します。 

 いろいろお伺いしたいことあるのですけれど時間の関係で１点、事務局へのお願いと、１

点ミサワホーム様へのお伺いです。 

 事務局にお願いしたいのは、やっぱり、こういった非常にいいプレゼンテーションをセレ

クトいただいていると思うんですけれども、コストというところをぜひ全て出していただ

くようにお願いをしたいというふうに思います。エネルギーというのはあくまで、手段です

ので、結局コストがどうなりますかというところが非常に重要になりますし、地域インフラ

というのが今、人口減少、過疎化の中で、ただでさえ維持が難しい中でどこまでコストをか

けられるかというところなくしてやっぱり議論ができないので、例えば豊橋市さんの事例

であれば、そのＦＩＴでどれぐらいのメリットがあって、逆に言うとどういった持ち出しが
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あるかというコストの話をぜひ、入れていただくようにここは統一をお願いしたいという

ふうに思います。 

 ちょっとミサワホーム様に御質問なんですが、今、住宅に対する省エネ化といったような

ところも大変注目をされているところなんですが、日本の住宅って、ハウスメーカーさんで

はなく工務店さんがおやりになる割合というのも結構大きくて、工務店さんのほうに依頼

をされる消費者というのは、結構初期投資を低く抑えたいというような傾向があるという

ふうに認識をしております。 

 ただ、日本全体として住宅あるいは地域の価値を高めるような形につなげていくとする

と、やっぱり一部のハウスメーカーさんの取組と、できる消費者だけということでは、なか

なかいけないのかなというふうに思っているところでもありまして、この業界全体として、

こういった転換を進めていこうという取組があるようでしたら教えていただければと思っ

た次第です。以上です。 

【石田座長】  じゃあ、石塚部長、お願いできますか。 

【ミサワホーム（株）】  ありがとうございます。おっしゃるとおり、ハウスメーカーと

工務店というのは、請負金額の差があるというのは、もう御指摘のとおりだと思います。そ

の中で業界の中では、これはもうそういうふうになっているかと思いますが、ハウスメーカ

ーはやっぱり、いわゆるトップランナー基準、トップランナーとして業界をいかに引っ張っ

ていくか。ベースのラインを上げていくかというところが役割かなと思っています。 

 ですので、例えばＺＥＨにしましても、ＬＣＣＭにしましても、そのやり方、あるいはや

っていく上でのコストダウン、こういうものを先駆けて、役割として担っていくということ

かなというふうに思います。 

 一方工務店も、私の認識の中ではやっぱり、二極化をしておりまして、いわゆるスーパー

工務店みたいなところは非常に高い断熱性と、それからやっぱりＺＥＨに対する取組とい

うのは意識されてやっていると。こういうところも、性能のベースラインを上げていくため

に、業界の中で果たすべき役割が第一かなというふうに思っています。 

 こんな形でよろしいでしょうか。 

【石田座長】  ありがとうございました。お待たせしました、塩路委員、お願いします。 

【塩路委員】  ありがとうございます。初めて質問させていただきますけども、よろしく

お願いします。 

 私も、豊橋さんのお話も面白かったんですけれども、時間の関係もあり、ミサワホームさ
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んと東ガスさんへ質問させていただきます。先ほど竹内委員も、あるいはそれ以外の委員も

言われたように、コストの観点はすごく大事で、各対策を入れる中で新しい技術を導入され

るわけですから、コスト、それでそこに、特にＣＡＰＥＸとＯＰＥＸ、この辺りをちゃんと

認識し、明確にしてほしいということと、それと耐久性。各アイテムの耐久性、どこまで性

能を維持できるかということも併せて御説明いただければなと思います。 

 これまでの質疑で大体分かったんですけども、ミサワホームさんに運用を含めたトラブ

ル事例をお聞かせいただければと思います。うまくいった場合ばかり言われていると思え

ましたが、やはりこの場合、水の問題もあると思いますし、うまくいかなかった場合、これ

をどう解決したかをお聞かせください。トラブルの要因を分析・解決することも重要です。

結局この場では、課題解決、課題の整理、課題をいかに明確にして、それをどう解決してい

くかというところを議論する場とも思いますので、その辺りを各プレゼンでも御説明いた

だければなと思います。特に今回はミサワホームさんにお聞きしたいなと思います。 

 東ガスさんのほうは、少し課題が明確ではなかったような気がします。スマエネあるいは

スマエネシティが成り立つ要件であるとか、これは規模にもよると思いますが、その要件や、

恐らく話がかなり大きくなって少し言いにくいかもしれませんけれども、制度に対する要

望であるとか、何かこれがあったらできたのになというような、そういうところも含めてお

話しいただければと思います。以上です。 

【石田座長】  ちょっと答えにくいかも分かりませんね。いかがでしょうか。 

【ミサワホーム（株）】  ミサワホームの石塚です。ありがとうございます。 

 確かにちょっとお答えしにくい部分はあるんですけども、トラブル事例ということでお

答えになっているかどうか分からないんですけど、例えば、ゼロエネルギー住宅を推進して

いこうというときに、当然ながらそのシミュレーションとして、ゼロエネルギー住宅になる

というようなことで性能仕様を決めているんですが、実際に暮らしてみるとそうなってな

いというようなことがございます。 

  

 加えて、やっぱりその事前のシミュレーションが標準世帯でやっているものですから、そ

こにどうしても乖離が起きるということで、その解決手法としまして、やっぱり標準世帯、

標準仕様でのシミュレーションであるというようなことを、シミュレーションツールを用

いて、事前にしっかり説明するというようなことを心がけております。 

 ちょっとお答えになったかどうかあれなんですけど。 
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【石田座長】  清田さん、いかがでしょうか。 

【東京ガス（株）】  東京ガスの清田です。スマエネの要件というか成立するにはどうし

たら良いか、どういうところが適しているのかというところでございますけれども、やはり

熱密度がそれなりに集中しているところでないと、インフラの整備費用の額がすごく膨ら

んでしまいますので、適地としてはやはりそういうエリアになるのかなと思っております。 

 もう一つ、成立に向けた課題というところで言いますと、やはりこういうまちづくりに向

けてはかなり多数のステークホルダーが絡むところが多いものですから、そこの合意形成

をどうやって図っていくのか。ものによっては結構時間がかかってしまって、それで事業性

が少し悪化しやすくなるというところもあるでしょうから、そういったところをどうやっ

て解決していくのかというのが課題になろうかと思います。 

 もう一つ、制度への要望という面で見ると、今も国土交通省様の補助制度の中で、この地

域インフラというかスマエネの熱導管だとか自営線だとか、そういったものの整備費用に

対する補助はいただいている状況だというふうに認識はしていますが、これからこういう

動きが広がってきたときに、さらなるそういう御支援の制度の充実化を図っていただける

と、事業者側としては大変ありがたいと思っております。以上でございます。 

【石田座長】  ありがとうございました。最後になりました、山田委員、お願いします。 

【山田委員】  中央大学の山田です。 

 お三方どれも興味があるので、どれに関しても質問したいところですが、時間がありませ

んので、豊橋市さんに一つ、経験をお伝え願えないかと思って質問します。 

 私自身、１０万人以下の小さな市の水道下水道事業がもうこれからやっていけないとい

うことで、１０年以上前から、勉強会で竹村公太郎さん、民間の銀行、信託銀行、法律家た

ちと、民間資本がどのようにそのような水道下水道事業に関われるんだろうかという勉強

してきました。 

 それは一部、法律ができて、民間企業も入れるとなったんですけど、それを先駆的にやっ

ておられる豊橋市さんですので、今日説明していただいたような事業がかなりうまくいっ

ているのは、豊橋市ぐらいの人口を持つスケールメリットが大きいのか、もっと小さい１０

万人以下ぐらいの市でも、やろうと思えばやれそうなのか、豊橋市ぐらいの人口を持ってい

るがゆえに、ビジネス的にうまくやれているのか、その辺の感触がありましたら教えてもら

えませんか。 

【石田座長】  七原さん、お願いいたします。 
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【豊橋市】  豊橋市です。やはり、豊橋の３８万人人口のこのスケールメリットが非常に

大きいものというふうに私は思っております。小さい都市ですと、なかなかここがうまくや

っていけないのかなと。発電をさせても生ごみ由来の発電というのがかなり大きなものが

ありますので、下水汚泥だけですと半分ぐらいしかいかないというところもありまして、人

口の規模というのは、かなり大きなものを占めるのではないかなという感触でおります。 

【山田委員】  分かりました。それでは、さっきの質問にもありましたが、周辺の小さい

市町からの受入れというのも、県の中核都市ぐらいが中心になって、これからは小さい市町

もやらないと、なかなか経営的にビジネス的モデルとしてはなりにくいのかということを

今教えてもらったような気がします。どうもありがとうございました。 

【石田座長】  ありがとうございました。 

 熱心に質疑いただきましてありがとうございます。誠に申し訳ないんですけど、２０分ぐ

らいスケジュールからビハインドになっていまして、本当に申し訳ないんですけれど、かと

いって後半部分も非常に重要な話題ですので、あまり遠慮されることなく、引き続きこうい

う議論をお願いしたいと思います。したがって、若干時間が延長すると思います。お昼休み

が短くなったり、他に御用事のある方は退出していただいて結構でありますが、このワーキ

ング自体は少し延長させて進めさせていただきたいと思いますので、御了承ください。 

 続きまして、グリーンインフラに関する取組でございます。長野県と滋賀県立大学の瀧先

生からプレゼンをいただきたいと思います。まず、長野県様、お願いいたします。 

【長野県】  皆さんこんにちは。長野県財政課で資金調達を担当しております、黒岩と申

します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日は、お時間いただきまして、昨年長野県で初めて発行いたしましたグリーンボンドに

つきまして、取組を御紹介させていただければと思っております。画面の資料を御覧いただ

ければと思います。 

 まずは、発行に至った経緯のほうを御紹介させていただければと思います。長野県は、令

和元年１０月に、東日本台風ということで、広範囲に甚大な被害を受けました。千曲川が決

壊をいたしまして、新幹線の車両基地が水没するですとか、そういったショッキングな映像

を覚えていらっしゃる方もいらっしゃるんじゃないかなと思っております。こういった自

然災害が、長野県だけではなくて今全国各地で頻発化、激甚化をしているということです。

その自然災害の要因として考えられます気候変動に取り組むために、令和元年１２月には、

都道府県として初めて気候非常事態宣言というものを長野県が行いました。また、同時に２
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０５０年のＣＯ₂排出量を実質ゼロにするということを掲げております。現在、その取組方

針といたしまして、気候危機突破方針というものを県が策定いたしまして、県を挙げて気候

変動対策の事業を実施しているということころでございます。 

 資料２ページ目を御覧いただければと思いますが、このような中で、気候変動の適応と、

あと緩和のこの両面に取り組んでいくということの資金調達の手段といたしまして、昨年

の１０月にグリーンボンドを発行いたしました。こちらは、自治体といたしましては、東京

都に次いで２番目の発行ということになっております。 

 今回の発行につきましては、資金調達という面、それが第１の目的なんですけども、あと

はこれを契機に、県内において、ＥＳＧ投資に対する機運醸成を図るという目的も一つござ

います。市町村の自治体ですとか、金融機関、あと事業者のほうにおきまして、こういった

グリーンボンドですとか、そういったＥＳＧ投資ですとか、融資というのが促進されまして、

持続可能な社会がますます広がっていくということを、県を挙げて取り組んでいくという

ことで、県が率先実行をしたということでございます。 

 発行概要でございますけれども、年限は１０年のものになりまして、額は５０億円という

ことでございました。グリーンボンドの発行には、第三者機関の評価というものが必要にな

ってきます。こちらにつきましては、株式会社日本格付研究所によりまして、国際資本市場

協会、これＩＣＭＡというんですけども、そこが定めましたグリーンボンド原則への適合に

つきまして、評価を受けております。これによりまして、初めてグリーンボンドとしてのラ

ベルが貼れるということになります。 

 次のページをお願いいたします。今回調達した資金の資金使途につきまして、ちょっと簡

単に御紹介させていただければと思います。 

 資金使途は大きく５つございまして、１枚目にまず、２つ挙げてありますけども、まず、

再生可能エネルギーということでございまして、小水力発電所の設置というものでござい

ます。長野県は、豊富な水資源がありますので、これを活用いたしまして、小水力発電設備

を県営ダム等に設置をする事業というものでございます。 

 続きまして、クリーン輸送ということでございます。これは並行在来線になります第三セ

クターのしなの鉄道というものがあります。こちらにつきましては、今までかなり古い車両

を使っていたんですが、新型車両を導入するということでございまして、その費用を一部助

成していると、補助しているというものになります。 

 次のページおめくりいただきまして、次は、省エネルギーに関する事業でございます。資
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料４ページをお願いいたします。こちらにつきましては、県有施設、県の庁舎ですとか、警

察署ですとか、県営住宅等の空調設備の更新ですとか、照明のＬＥＤ化、高断熱化を行うと

いうものになります。 

 資料の５ページを御覧ください。続きまして、これは気候変動の適応ということになりま

して、自然災害の発生に備えまして、被害を軽減するような事業ということになりまして、

河川改修の工事ですとか、土砂対策の工事等が挙げられております。 

 最後６ページ目になりますけれども、信州の森林づくり事業ということでございまして、

土砂災害の防止ですとか温室効果ガスの削減など、森林の持つ多面的な機能を維持するた

めに、県で間伐ですとか植林といった森林づくりを事業推進しておりますけども、それに必

要な林道の整備を実施するというものになります。 

 資金使途は以上になりますけども、長野県のグリーンボンドの資金使途は、例えば水資源

を生かしました小水力発電ですとか、台風災害を受けた気候変動対策ですとか、あと県土の

８割が森林を占めている森林県でもありますので、そういった森林の保全ですとか、そうい

った本県の特徴を生かした事業を選定しているというものが特徴的なものになります。 

 資料７ページを御覧いただければと思います。グリーンボンドの発行には、事業の選定の

プロセスですとか、資金調達の管理、レポーティングの方法を記載したフレームワークとい

うものが必要になってきます。例えば、プロジェクトはどのような過程で選定をしたかとい

うところにつきましては、総務部というところで資金調達などといった県の予算等を担当

しているんですが、そこの財政課と、環境の専門の部署であります環境部の環境政策課で、

個別の事業、各部局にヒアリングを実施しまして、対象プロジェクトを選定しましたという

ものですとか、あと資金調達の管理ということで、資金調達、調達した資金はほかの事業に

充当されないようにきちんと管理しています、ひもづけておりますというものを、このグリ

ーンボンドフレームワークで定めているということになります。 

 資料の８ページを御覧いただければと思います。最後は、おくから発行後の投資家の反応

について御紹介をさせていただければと思いますが、一般的にグリーンボンドを発行した

際には、発行意義に共感した投資家の皆様から投資表明をいただきまして、それを公表する

ということが一般的でございます。本県では、３０件の投資家の皆様から投資表明をいただ

いております。 

 特徴的なところは、県内の投資家が多いということでして、３０件の投資家のうち２１件

が県内の投資家ということになっております。グリーンボンドを継続的に投資しています
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地元の金融機関、信金さんですとかそういったところもちろん今回投資いただきました。ほ

かにも、通常地方債をあまり購入しない事業会社さんですとか、県内の市町村からも今回発

行意義に共感をいただきまして、投資をいただいたところでございます。こちらは県内のＥ

ＳＧ投資の促進という目的も果たせましたので、大きな成果だったのかなというふうに思

っております。 

 資料にはちょっと掲載をしておりませんけども、昨年の１１月に、グリーンボンドを発行

した翌月なんですけども、長野県知事と今回投資いただいた投資家、４者の方に集まってい

ただきまして、座談会というものを開催いたしました。２０５０ゼロカーボン座談会という

ものになるんですけども、やはりその中で県内の投資家の皆さんからは、ＥＳＧ投資につい

ては非常に関心があったんですけれども、やはり地元銘柄だと買いやすいということであ

りがたいという声ですとか、同じグリーンボンドでも、やはり資金使途が地元の事業という

ことなので、イメージがしやすく取り扱いやすいというような歓迎の声もいただいている

ところです。 

 こういった声から、資金使途の分かりやすさですとか、イメージのしやすさ、あとはいか

に投資家から共感を得られるかという点が、通常の資金調達に比べて非常に大事になって

くるところかなというふうに感じているところでございます。あと、共感が得られますと、

グリーンボンドというのは非常に今、人気でございまして、資金調達の手段といたしまして

も、非常に魅力的なものかなというふうに感じております。 

 長野県の場合は、発行額は５０億だったんですけども、最終的には２８９億円の利用が集

まっておりまして、全額お渡しできませんでしたでしたので、若干抽せんみたいな形で５０

億円お渡しをさせていただいたという形になります。 

 地方債ということでございますので、比較的安定性があるということでございまして、投

資家の皆さんからは、グリーンボンドでなくても資金は集まるということで需要は非常に

高いんですけども、やはりＥＳＧ投資に対する機運が最近高まっているということで、かな

り、通常の地方債よりも人気になったということを証券会社のほうからは聞いております。 

 最後に、今後の展開について簡単に御紹介させていただければと思いますけども、グリー

ンボンドにつきましては、継続的に発行いたしまして、認知度を上げていきまして、多くの

皆様に共感をいただくということが重要かなというふうに考えております。 

 長野県では来年度以降も継続的に発行をしたいと考えております。また、今年度は５０億

円ということで、ロットが少なくて、投資家の皆さんに行き渡らなかったという部分もござ
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いますので、少し発行額も増やすということも検討したいなというふうに思っております。 

 あと、最近グリーンボンドは非常に多くの御発行体の皆様が発行されているということ

になっておりますので、単にグリーンボンドというラベルを貼るだけではなくて、少し差別

化を図っていくということが必要なのかなというふうに考えております。来年度は、今回調

達したグリーンボンドの資金の充当結果を、レポーティングということでホームページに

公表していくことになっていきますが、この資金使途の結果を公表していくというのが非

常に大事になってくるのかなというふうに思っております。この辺につきましては、ちょっ

と証券会社とも相談をさせていただきながら、投資家の皆さんですとか県民の皆様に共感

をいただけるように、分かりやすい公表をしていきたいというふうに考えております。 

 簡単ではございますけども、説明は以上になります。どうもありがとうございました。 

【石田座長】  ありがとうございました。滋賀県立大学の瀧先生、お願いできますでしょ

うか。 

【瀧准教授】  承知しました。すみません。スライドショーを最初に戻します。 

 それでは、お話しさせていただきたいと思います。今回はグリーンインフラと流域治水と

いうことで、これまでの御発表では、皆さん組織として御発表いただいたんですけれども、

私は個人としてなんですが、私、実は４年前まで滋賀県庁の職員で滋賀県の土木の職員とし

て働かせていただきました。滋賀県では少し早めに流域治水の取組をさせていただいてい

ましたので、その取組の内容とグリーンインフラとの関係について、簡単にお話しさせてい

ただきたいと思います。 

 皆さんよく御存じかと思うんですけれども、グリーンインフラの定義と構成要素という

ことで、グリーンインフラ研究会による定義では、グリーンインフラについては、自然が持

つ多様な機能を賢く利用することで、持続可能な社会と経済の発展に寄与するインフラや

土地利用計画、土地利用についても含まれているというところです。 

 今回は、流域治水の関係で土地利用に関わるような内容で少しお話しさせていただきた

いと思います。流域治水についてもこちらもう皆さんよく御存じだと思うんですけれども、

昨年７月に社会資本整備審議会から、流域治水への転換を方向づけるような答申が出まし

た。それに基づいて今、全国各地で流域治水のプロジェクトが進められているんですけれど

も、重要なポイントとしては、治水計画を気候変動による降雨の増加などを考慮したものに

見直し、集水域と河川区域のみならず、氾濫域も含めて一つの流域として捉えて、様々な対

策をハード・ソフト一体で多層的に進めるということになっています。 



 -34-

 集水域だとか氾濫域での対策を重層的に進めていくということで、特に氾濫域での対策

が治水対策の中として陽に追加されたというところに大きな意味があるというふうに考え

ているところです。 

 滋賀県ではそれに先立ちまして、２０１２年に滋賀県で流域治水基本方針というのを議

決しまして、これに基づく治水を進めさせていただいているところなのですが、今の国土交

通省社会資本整備審議会から提案していただいたような流域治水とほぼ同じような方向性

で、これまでの河川での対策に加えて、できるだけ川に入ってくる流量を減らす、集水域で

の対策ですね、ためる対策をする。さらに、あふれても大丈夫なようなまちづくりをしてい

く、とどめる対策ということで、二線堤だとか水害防備林だとか土地利用だとか、水害に強

い建築などを造っていくといったようなことです。あるいは備えるということで、通常のソ

フト対策みたいなものを含めて総合的・多層的にやっていくんだということをお話しさせ

ていただいています。 

 これも先ほどの繰り返しになるんですけれども、近代治水計画の変遷というふうに考え

ると、まず、第１の時代は、これまでに降った最大の雨、洪水を川の中と貯水池で処理をす

るという治水だったものが、１００年に１回、５０年に１回だとか確率洪水を表現して、そ

れを河道と貯水池で処理をするという時代がありました。そして、総合治水と呼ばれる時代

で、様々なまちの開発の結果、流出量が増えてきたものも、できるだけ増やさないようにす

る。それで、川への負担を減らしていくという総合治水の時代。さらに今回のその流域治水

というところは、これまで考えていたところだけではなくて、洪水氾濫も前提として考えて、

代替案は、河道流域の施設だけではなくて、氾濫域での減災対策も考慮に入れるということ

が入れられたというふうに理解しているところです。 

 こういったように、あふれた後のことも考えてまちづくりも考えて治水をしようという

時には、実は、これまでのような治水の安全度の量り方ではあまりうまくいかないだろうと

いうことで、滋賀県では、地先の安全度という、いわゆるリスクカーブに相当するようなも

のを指標として整備をしました。 

 ここを見ていただきますと、皆さんここの家に住んでいると思っていただいたときに、例

えば自分の家はどれぐらい安全なんだろうということを考えたときに、直轄の河川事務所

に行くと、あそこは３０年に１回の洪水まで守られるように堤防を造っているので、あなた

の家は３０年に１回の安全度があります。隣の川の県の事務所に聞きに行くと、あそこの堤

防は１０年に１回です。土地改良区に聞くとあそこの水路は５分の１ですね。下水道部局に
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聞くと、あそこの水域は１０分の１までは大丈夫ですというふうになっていて、複合的に考

えて、うちの土地は一体どれぐらい安全なんだろう、自分たちの暮らしはどれぐらい安全な

んだろうということがなかなか分からない。 

 ということもあって滋賀県では、こういった水路だとか、河川だとか区分せずに、流域全

体でどういうリスクがあるのかということを、県全体で評価するということをさせていた

だきました。これ計算モデルの話なので、少し飛ばさせていただきますと、こんなふうに滋

賀県全体で、１,０００年に１回の大雨が降ったときにはどういうふうになるのか。１０年

に１回、３０年に１回、５０年に１回、１００年に１回、２００年に１回、５００年に１回、

１,０００年に１回というように、多段階で県の全体でのリスクのマップを作るということ

をさせていただいています。 

 例えばこのように多段階でリスクのマップを作れるようになると、こういったマップも

作れるようになります。例えば５０センチ以上の浸水が床上浸水をするんだというふうに

仮定すると、５０センチ以上の浸水がどういう確率で起こるのかというようなこともマッ

プにすることができます。あるいは、人命被害に直結するような３メーター以上の浸水、こ

れは平屋だとその中の家にとどまってしまうと溺死をしてしまうというような指標になる

んですけれども、３メーター以上の浸水頻度がどれぐらいの発生頻度でどの土地に起こる

のかというようなことも示すことができます。 

 こういったリスクの情報を基に、様々な地域地域での対策を取っていくということが重

要なのだということで、滋賀県はこういった情報を整理させていただいているところです。

見てみると、築堤河川の合流部だとか、連続盛土の上流側、狭窄部の上流側、あとは干拓地

等の低平地については、特に水が集まりやすくてリスクが大きいということが分かります。 

 さらに、グリーンインフラの話に近づけていくときに、河川改修は決められた洪水を堤防

の中で収めるように河川改修をしたりダムを造ったりとかするんですけれども、あふれた

後のことを考えるような治水というのはこれまであったんだろうかというところなんです

が、例えば、これ昔の新聞記事なんですけれども、この記事を読ませていただくと、「両岸

をコンクリートブロックで固め、川底をうんと広げて万全を期すと、県長浜土木事務所はい

うが、「霞堤」はそのまま残すのだそうだ」そうですね。決められた洪水、計画の洪水は河

道の中で流すんだけれども、あふれるときというのは、もともとあふれていた場所を変えず

にそのまま霞堤を残しておくんだ、一部堤防が低くなっているようなところというのはそ

のまま残しておいた上で流下能力を上げていくということをされています。 
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 霞堤、皆さん御存じの方も多いかと思うんですけれども、様々な機能があるというふうに

言われています。例えば、あふれた洪水、あるいは、この辺りに降った雨を川の中に戻して

いく。河道還元の機能です。これが基本的だと言われています。あるいは、この上流の辺り

で勾配が緩いところで、大雨が降って水位が上がって堤防を越えてあふれそうになったと

きに、ちょうど周りの不連続のところから水を逃がしてやって、堤防を越えてしまうような

ことを緩和する、そういった機能が期待されているものです。 

 河川計画上の遊水池と何が違うかというと、河川計画上の遊水池はしっかり囲んで、ここ

は水をためるところ、水をためないところということをはっきりさせています。ただ、この

霞堤遊水池は、例えば堤内遊水池と言われるように、ここは民地であることが基本です。本

当は、この辺りにたまった洪水を川に戻すために入っているところが多いんですけれども、

逆に、本線の洪水が増えてくると、もう逆流して水がたまるということもある。本当はここ

には水入ってほしくないんだけど、水はけるためにはけていたというようなところです。と

いうことで、実は、ここは民地であって普段の使い方もしていて、川と氾濫域のすごく中間

的なバッファー的な意味合いのある土地だというところです。 

 さらにくると霞堤の遊水池の中には、水たまりの部分に多くの生物が避難するだとか、こ

ういったところで魚捕りが行われていたとか、そういった生態的な機能もあるということ

が分かります。これは滋賀県でのある川なんですけれども、２本の川が合流してこちら側が

下流です。ここに農業用の水路が流れ込んでいて、ここが不連続の堤防になっています。こ

の水路の中見てみると、実は見てください、このアユです。アユが田んぼの中の水路を泳い

でいるとかという姿が見られます。生物多様性としてもすごく価値が高い、そういった水田

ができています。 

 これは小学生向けに作ったスライドなんですけど、霞堤に水が入ってくるところは、こん

なふうに、本川の洪水が急に流れているんですけど、この霞堤の遊水池のところからゆっく

り水がたまってくる。さらに、川の中の土砂も、少しずつ入ってくるというような。集落は

きちんとこの霞堤の外側につくられていて、安全が守られていると。さらに、堤防を越えそ

うになったときにも、本川の堤防を越えるのではなくて霞堤の外側から漏れます。これで堤

防決壊を防ぐという意味で超過洪水対策としてもすごく意味があるような働きをしている

ところです。 

 ただし、こういった霞堤、何で下流の人たちのため周りの人たちのためにあふれさせない

といけないんだというふうに思われます。こんなふうに昭和４０年代、５０年代はこの霞堤



 -37-

遊水池の中に住宅が建つとか、あるいはごみ処理施設ができるとか、特別養護老人ホームだ

とか、特別支援学校ができるというシーンをよく見られるかと思います。 

 一方で、守られていた霞堤の遊水池が結構あるんです。これを御覧ください。ここに、こ

ちら側が川の上流、こちら側が下流で、下流側から水が入ってくるようになっていて、この

田んぼが増水したときに水が入ってくるところです。ここの河川は、一定改修が終わってい

て１０年に１回の洪水はちゃんと流れるんですけど、それ以上の洪水が来たときにはあふ

れるようになっています。この田んぼ、実は維持しているのは、田んぼの持ち主はこの集落

の方々なんです。遠い都会の下流の都市を守るというよりも、自分たちの集落のほうに水が

来ないように、しかも田んぼにできるだけ害を与えないように下流側からゆっくり水をた

めるというような工夫をされています。この田んぼは、この集落の共有地として維持をされ

ているというところです。 

 さらにこういう霞堤の遊水池だとか水がたまりやすいところは、例えば戦国時代は、流作

場としてふだんは耕作をしなさい、農地として維持をしなさいということを言われていま

した。江戸時代の前期までは、役務を免除されるとかというふうにして田んぼとしてしっか

り使ってもらうようなインセンティブを行政が与えていたということも分かります。為政

者側から与えていたということも分かります。 

 あとは、全米の洪水保険プログラム、これもう皆さん御存じの方も多いかと思うんですけ

れども、そのリスクに応じて保険に入ってもらって、対策をしなければ保険料が高いという

ようなところで、そこに住むなと言っているわけではなくて、住むためのハードルを負担と

して求めながら、安全なまちづくりをしているというところです。 

 もう一つ、これが、そういった湿地だとかリスクの高いところを開発するときには、アメ

リカの場合は、州政府のフラッドプレインマネージャーとステートバイオロジストと両方

から許可をもらわないといけない。そこの湿地は大事なので生物多様性を保全するために

も変な開発はしないでくださいね、そこはリスクが高いのでちゃんとした対策をして住ん

でくださいねということで、実は環境側と治水側と同じ方向で開発に対して意見を言って

いくというようなジョイントパーミッションみたいなものが出されています。 

 様々治水を考えるときに、これまでその河川の中で、治水をするということが常識だった

んですけれども、今回はまちづくりと一体となった、そういった治水が求められているとい

うところです。大河ドラマ「天地人」では「川の流れ、まちの配置、そのものが国を守り民

百姓のくらしを守っておる。ここはひとつの小さな天下をなしておる」。治水もやり利水も
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やり暮らしも守る、そういった国土管理、県の管理をしていくというところは非常にグリー

ンインフラ的なのではないかというふうに考えられます。 

 これからそのグリーンインフラを進めていく、流域治水と関連させながらグリーンイン

フラを進めていく、どういうふうに考えたらいいのだろうというところについて簡単にち

ょっとまとめさせていただいています。 

 河川区域内で、計画洪水をしっかりあふれさせないようにするということは、実はもう河

川法に定められている一義的な責務です。川の中は治水の目的で整備をするというところ

なんですけれども、河川区域外での治水ということをこれから考えていかないといけない

んですけれども、実は河川区域外というのは、今までの防御対象でした。都市だとか森林だ

とか農地だとか暮らし、なりわいがある民地です。そこには洪水防御をしなければならない

という責務を課すものではありません。それよりも生活を守り暮らしを豊かにしていくと

いう場所であるはずです。そこでの治水をするということです。 

 それぞれの地域には都市計画法だとか森林方針だとか農振法だとか、そういった法律に

よって土地利用というのが定められ、保護され、よりその地域資源を生かすようなことで政

策が進められているんですけれども、それぞれ個別法の主要目的に対して、治水の目的を付

加的に足して緩やかに、その治水を執行したまちづくりに少しシフトしていくというとこ

ろが、実はこれから流域治水とグリーンインフラの重要なポイントなのではないかと。 

 もともと、森林、木をつくるだけ、田んぼ、農作物をつくるだけというところ、あとは住

むだけというところから、治水のことも考えたまちづくり、森づくり、農地づくりをしまし

ょうということで、土地利用の多目的化・多機能化というところでは、実はグリーンインフ

ラだとかＥｃｏ－ＤＲＲの考え方に通底しているんだろうというところです。 

 ただし、その個別法の運用というのは自治体の役割であったり、そこに住まわれている主

人公である地域の方々ですので、その方々の合意だとか賛成とかというのは欠かせません。

それで、国としては、今回流域治水の束ね法が施行されたように、部局間の調整だとか、皆

さんが合意できるような場をつくったり、経済的インセンティブだとか制度を準備すると

いったことで今、流域治水が進められているというふうに理解します。 

 そこで、小さな流域治水の勧めということで、こういった話を地域の方々にされると、何

で俺たちが治水まで考えなあかんねんというふうに言われるかと思ったら、そうだったん

か、今まで河川管理の人たちはこんなに重い責任を背負ってやっていたんだ、あふれさせな

いようにやっていたんだと。いや、その責任をちょっとでも背負えるように、私たちやりま
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すよ。でも、私たちはふだんの暮らしがあって日常があります。なので、できるだけ緩く楽

しく義務として与えられるのではなくて、積極的にできるような実践をやっていきましょ

う。こういったことを、ミズベリングという会合の中で、地域の皆さん、川を愛する皆さん

と話をすると、私たちもいろいろやれることがあるよというふうに言っていただきました。 

 こんなふうに、これまでは水防災意識社会と言われたんですけど、川を守るためにも、川

と共生するためにも、豊かなまちをつくるためにも、治水に対して少しずつできることから

やっていきましょう。河川整備は、下流からやらないといけないとか、川の中の治水という

のはすごく厳密なルールがあるんですけど、流域でそれぞれ暮らしの中でやる治水という

のは、どれぐらい踏み込んでもいいですし、浅くてもいいですし、どこからでもやってもい

いということで、緩く進められるというところが逆にポイントになってくるので、そういっ

たところも考えながら、流域治水というのは進めていったらいいんじゃないかということ

を考えているところです。 

 以上で私のお話は終わりにしたいと思います。長くなって申し訳ありませんでした。 

【石田座長】  ありがとうございました。それではまた、これから前半と同じようなディ

スカッションをしてまいりたいと思います。発言希望の委員の方々は、手挙げ機能でお願い

します。山田委員、どうぞ。 

【山田委員】  どうも、瀧先生。京都の池淵先生、中北先生の勉強会で随分教えていただ

いたのですが、それ以降もまた随分、概念的、哲学的にもより充実した話になってきている

んだなと思って聞いておりました。 

 それで、昨年、土木学会で、現土木学会会長の家田先生、福岡捷二先生、私も入って、流

域治水というものを国交省側に提言し、国交省もそれを堂々と受けて、今の国会で特定都市

河川法を改正するという形で、流域治水という概念が法律になろうとしています。そこで一

つ、瀧先生から見たらどう思いますかというのをちょっと聞きたいんだけど、滋賀県のよう

に、川が自分の県内で閉じているところというのは、私は比較的やりやすいのかなと思って

います。 

 ところが、利根川みたいに、旧市町村、市町村合併を行う前ですと東京都を含めて一都五、

六県に関わり、また市町村合併する前であったら、了解してもらう市町村だけで２５０ある

わけです。そのような場合に、流域治水という概念だけで、市民県民全体の調和が取れるの

かなというのは、気がかりであり、より大きな概念も必要かなと思っているのですが、その

アイデアは今まで出てないのですが、流域がより大きくなった場合、どういうふうに考えれ
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ばいいんだろうかと。そこに五輪インフラなんという言葉が実は入り込んでくるんじゃな

いのかなと思っているのですが、その辺どうでしょうか。 

【石田座長】  はい、お願いします。 

【瀧准教授】  ありがとうございます、山田先生。 

 確かに、流域の範囲が大きくなればなるほど、流域治水、すごく考えにくくて、例えば都

市の中を流れている小さな川で、都市化が進んでしまってそこが大雨のときにしょっちゅ

うあふれるとなると、皆、じゃあこの川のために何かやれることやろうというふうに思いや

すく、合意も得やすいというところがあるんですけれども、大きな流域であっても、その支

川だとか、流れ込んでくる水路を一つ一つ考えてみると、実は目の前の暮らしに直結するよ

うな、そういった身近な川があると思うんです。 

 恐らく、農家の方に田んぼダムをしてくれということをお願いしたときにも、下流の東京

に住んでいる方のために、この田んぼダム一つやったところでというふうにちょっと思っ

てしまうところもあるので、そうじゃなくて、その地域の周りの目の前の川があふれて、自

分たちの集落を守るようにしましょうとか、あとは、田んぼから転作してビニールハウスに

したようなところだとかが浸水してしまうと困るので、そういったところを守りましょう

とか、小さな治水にしっかりブレークダウンして、そこの地域の資源を守るためにやるんだ

というふうに個別に動いていただくと。 

 流域全体で、同時に目標立てて動くというのは難しいと思うんですけれども、個別にでき

るところから、できることからやっていただいたやつを、うまく流域治水を仕切っている行

政側が、しっかりそれをカウントして、それを見込んで、川の整備だとか、そういったとこ

ろに逆に反映していくのかなと。そういうふうにしないと、大きい範囲については、なかな

か難しいんじゃないかなというふうに今考えているところです。 

 あとは、全員が合意しなくても、できるところからやっていって、実績を上げていって、

この積み上げをしていくというところからが、今回、スタートなのかなと。それ、積み上げ

ができてくることによって、少し大きい範囲で考えていくということが、順にできるんじゃ

ないかなというふうに考えているところです。 

【山田委員】  ありがとうございました。アメリカの洪水保険の例も示していただいて、

私もそのことに関しては、もっとやらなくてはいけないと思うのですが、日本の場合、国家

賠償法という、国が賠償するような仕組みがあるので、そこがなかなか、日本だけが変なこ

とになっているんですよね。どうもありがとうございました。 
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【石田座長】  ありがとうございました。じゃあ次に、屋井委員、お願いします。 

【屋井委員】  どうもありがとうございます。また、時間がないので１点だけ、今回長野

県さんにお伺いしたいと思います。 

 グリーンボンドを賛同する方を増やしていくという環境の関係と非常に重要な取組だと

思います。ただ、１０年間で返済するということと、それから今回は特に、使途が、資金の

使途が非常に幅広いですよね。大きく緑そのものを、あるいは環境そのものを改善していく

ということと同時に、治水だとか防災、災害対策そのようなものもかなり含まれていて、そ

うすると、全体の規模感というか、予算として将来的に必要な額と、グリーンボンドで手当

てする部分というのが、今日の御説明だと若干不透明な感じに見えていまして、県民の方々

が、このグリーンボンドの使途というものをどういうふうに理解するか、あるいは逆に言う

と、これから必要とする環境あるいは防災に関わる費用というのかな、財源規模というのか

な、そのどういうふうに理解していただくかということ非常に重要だと思うんですけど、そ

の辺り全体を、あるいは計画体験も含めて全体としてどういうふうに活用していって、ある

いは全体でどのくらい将来的に必要なんだということをどういうふうに伝えているのかな

ということがちょっと気になったので、その辺り、概括的で結構ですけれども、御紹介いた

だければありがたいと思います。以上です。 

【石田座長】  お願いします。 

【長野県】  ありがとうございます。そうなんです。おっしゃるとおりで、そこの点は非

常に重要なところだなと思っておりまして、実はまだそこの点は、ＩＲ資料とかも含めまし

て、県民の皆様とか投資家の皆様にはお話をさせていただいておりません。それで、今グリ

ーンボンドの使途も、まず初年度だったということもありますので、かなり県では取り組ん

でいる事業を幅広く選びまして、ピックアップをしまして、発行していったということにな

ります。 

 恐らく今後、２年後とか３年後とかになってきたときに、再度フレームワークを見直して、

充当事業をもう一回再度構築するという必要がまた出てくるのかなというふうに思ってお

りますので、その際には、今いただいた御意見を参考にしながら、今後の計画とか展開とい

うものも投資家の皆さんにお伝えできるような形で、資料とかを構成していきたいなとい

うふうに考えております。すみません。以上になります。 

【屋井委員】  どうもありがとうございました。結構です。 

【石田座長】  二村委員、お願いします。 
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【二村委員】  二村でございます。長野県さんに御質問いたします。 

 すみません。知識がないものですから教えていただきたいんですが、まず、０.１４％と

いうその利率ですけれども、これは地方債としては、どういうレベルですか。高いんですか、

低いんですかというところをまず教えていただきたいのと、今回いろいろな事業をなさる

とＣＯ₂削減が相当進んでいるようにも見えるんですが、まずその数字はあらかじめ計算な

さっていますか。また、それは、こんなこと言っては何ですけど、オフセット枠として売れ

るんじゃないんですか。そこら辺ちょっと教えてください。よろしくお願いいたします。 

【石田座長】  お願いいたします。 

【長野県】  すみません。ありがとうございます。 

 ０.１４％という数字はほかの地方債と横並びになりますので、とりわけ低いですとか高

いということはございません。一般的な通常の、ほかの団体とも同じ水準ということになり

ます。この点に関して言いますと、ＥＳＧ債というのは、どちらかというと人気があるとい

うことで需要も集まりますので、利率が低くなっても理論的に言うと、理屈は低くなっても

いいのではないかというふうには、今言われておりますが、ちょっと今まだ、日本の国内で

は、そこまではまだいってないと、利率が低くなることをグリーンボンドプレミアムと呼ぶ

らしいんですけども、そこまでは行ってなくて、通常の、グリーンボンドでない地方債と同

じ利率になっているということになります。 

 あとは、ＣＯ₂の削減効果につきましては、これはすみません、財政課ではなくて環境部

というところと今回連携してグリーンボンド発行いたしまして、あらかじめ環境部のほう

で、ＣＯ₂の削減効果をそれぞれ出しまして、第三者評価を取得する際にそれを御説明して

評価いただくということになっております。 

 もう一つのオフセット何とか、私はちょっと存じ上げてないものですので、大変申し訳あ

りません。 

【二村委員】  つまり、ＣＯ₂削減・吸収が進むわけですよね。ということは、その余力

があるわけで、それをほかの人たちに売るんです。それを売ったその財源でもって、また利

率、利子の返済に回してもいいかなとちょっと思いました。すみません。以上です。 

【長野県】  ありがとうございます。県の財政的にも非常にいいことなのかなと思いまし

たので、参考にさせていただきながら、ちょっとまた勉強させていただければと思います。

ありがとうございます。 

【石田座長】  ありがとうございます。ほかに手を挙げてられる方おられないですが、よ
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ろしいでしょうか。時間、時間と言い過ぎたので、気にされているのかなと思うんですけど、

いいですかね。じゃあ、議論はこれぐらいにさせていただきたいと思います。どうもありが

とうございました。 

 最後にちょっとだけお時間いただいて、このワーキングの進め方について、皆様方に御検

討いただければなというふうに思っていますので、ちょっと発言させていただきます。事務

局と全く相談せずに独断ですので、無視してくださっても結構です。 

 今日も本当にすばらしいプレゼンをたくさんいただきまして、勉強になりましたし、委員

としても、プレゼンを聞いて、質問コメントをするということは、非常に楽でいいんですけ

れど、このままで、本当にこの会議の在り方のミッションを達成できるんかしらというふう

なことをちょっと思いました。 

 実は１７日に、本ワーキングの委員の方で参加をされた方も多いと思いますけれども、技

術部会が開かれまして、その中でやっぱり連携とか、あるいは、我々のところの前身の基本

政策懇談会のアウトプットがサイロ（タコつぼ）になっているんじゃないのとか。あるいは、

もっと頑張って国交省の力というのを発揮すべきだとか、ＤＸということに関して言うと、

やっぱり国交省は巨大なデータを持っているので、そのプラットフォームをどう考えてい

くべきだというふうな、いろんな御意見が出てまいりました。多分頑張れというエールだと

思います。 

 今日含めて２回、このワーキングをさせていただいたわけですけれども、少し、何か、面

白いんだけど、今日もそういう感じですけども、タコつぼ的になっていることもあるんじゃ

ないのかなというふうに思っていまして、何より委員同士の議論が、今現在、私の司会も悪

いんですけど、なくなってしまいます。それで、委員の皆さんが、非常に幅広い見識とか、

多様な機関とのネットワークとかというのをお持ちですので、その力を、さらに御提供いた

だけるような仕組みというのも考えないといかんのかなというふうに思います。 

 そういうことで、これ、具体的にどうしていくか、限られた時間の中でどうしていくかと

いうのは極めて難しい問題とは思うのですが、事務局とも相談しまして、少しこの会の進め

方を変更すればどうだろうかなというふうに思っておりますが、そうだよねとか、いや、も

うこのままでいいとか、いろいろ議論があると思いますけども、若干コメントをいただけれ

ばと思います。もしなければ……。どうぞ、竹内委員。 

【竹内委員】  すみません。ありがとうございました。手短に。まさにおっしゃるとおり

で、このまま、ちょっとお勉強会みたいな雰囲気と言っては本当失礼なんですけれども、委
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員のみんなでそれぞれの関心を聞いていって、何か取りまとめができるんだろうかと、そう

いうある意味、２０３０年、５０年というところの明確な期限がある中で、このやり方でバ

ックアップができるんだろうかというのは、私もちょっと疑問に思っておりまして、先ほど

申し上げたそのコストは必ず出すであるとか、そういったところ、プレゼンテーションのし

ていただき方についても、やっぱりちゃんと明確なクライテリアを持つ必要がある。運営に

ついてもぜひ先生と事務局で御検討頂戴できましたら大変ありがたいというふうに思いま

す。以上でございます。 

【石田座長】  ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。お一人だけでしたけれ

ど、塩路委員、どうぞ。 

【塩路委員】  ありがとうございます。私も、最初はこういう勉強会なのかなと思って聞

いていました。ただ、最初、松家さんが言われたように、国交省の検討の進め方のイメージ

というかな、その視点をいろいろ明確にされていましたので、やはりそれぞれのプレゼンで

その視点ごとにというか、それこそみんな連携しており、視点自身も連携しているので、だ

からこの辺りの落とし込みというか、先ほども申し上げたように、まずは、課題を整理する

ことが大事なんじゃないかなと思います。その上で、どういう制度とリンクしていくかとい

うことを議論すべきだと思います。ただ、それは後でやるのかなと思っていましたので、今

はまだお勉強の時期だと思って一生懸命聞いています。ありがとうございます。 

【石田座長】  ありがとうございます。村山委員、どうぞ。 

【村山委員】  最終的には石田先生おっしゃるような形になればいいと思うんですけれ

ども、今日の資料の１－１で、例えば、前回の意見、いろいろ、多分順番で書かれているの

かなと思いますけれども、その辺の委員の意見ももう少し分かりやすく取りまとめていた

だけると、共通している意見とか、あるいは足りてない観点とか、そういったことが見える

かなと思いますので、まずは、これまでの議論をうまくまとめていただければと思いました。

よろしくお願いします。 

【石田座長】  ありがとうございます。 

 いかがしましょうか。もしないようでしたら、そういう今御意見いただいたような方向性

で、進め方そのものを、事務局にちょっと相談してみたいと思います。場合によっては、委

員の皆様には何かメモを提出していただくとか、いろんな御負担をお願いするかも分かり

ませんので、よろしくお願いいたします。どうもありがとうございました。 

 時間が随分超過をしてしまいましたけれど、最後が、今後のスケジュールでございます。
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事務局より説明をお願いします。 

【松家環境政策課長】  環境政策課の松家でございます。今日は時間を超過して申し訳ご

ざいませんでした。こちらのほうも内容盛りだくさんで、委員の皆様からも貴重な御意見を

たくさんいただきまして、ありがとうございました。 

 今後のスケジュールにつきまして、日程調整させていただいて、次回４月１６日、１０時

から２時間半ということで長めに取らせていただいています。また、６月１日、１８日とセ

ットさせていただいてございます。 

 また、進め方、今、石田座長をはじめ先生方からも御意見をいただきましたので、それを

踏まえて石田先生とも御相談させていただきながら、この限られた会議の場だけではない、

個別個別の御相談なり、それをまた会議にも活かさせていただく、取りまとめにも活かさせ

ていただくという形で進めさせていただければというふうに思いますので、どうぞよろし

くお願いします。今日はどうもありがとうございました。 

【石田座長】  以上で本日の議事は終了でございます。委員の皆様におかれましては、本

当に長時間貴重な意見を賜りありがとうございました。進行を事務局にお返しいたします。

ありがとうございました。 

【事務局】  石田先生、どうもありがとうございました。 

 本日の議事録につきましては、後ほど事務局のほうで共有させていただいて、皆様に御確

認をいただく予定でございます。よろしくお願いします。 

 以上をもちまして、第２回グリーン社会ワーキングを終了させていただきます。どうもあ

りがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


